
 

 

総合科学技術会議 イノベーション会議評価専門調査会 

「地域イノベーション協創プログラム」 

評価検討会（第１回） 

議事録 

 

日 時：平成２６年７月７日（月）１０：００～１２：２９ 

場 所：中央合同庁舎４号館 共用第４特別会議室（４階） 

 

出席者： 

委員： 久間議員、原山議員、射場専門委員、上野（裕）専門委員、斉藤専門

委員、玉起専門委員、福井専門委員、上野（保）外部委員、佐相外

部委員、山﨑外部委員 

事務局：森本審議官、井上企画官、山向補佐、石川調査員 

説明者：濱邊室長（経済産業省経済産業政策局地域経済産業グループ地域新産

業戦略室）、宮本室長（経済産業省産業技術環境局技術振興・大学

連携推進課大学連携推進室） 

     

 

議 事：１．開会 

    ２．評価検討会の調査・検討の進め方について 

    ３．研究開発概要の説明と質疑応答 

    ４．討議 

    ５．閉会 

 

（配布資料） 

  資料１   国家的に重要な研究開発「地域イノベーション協創プログラ

ム」（経済産業省）の事後評価について（平成２５年１１月

２６日評価専門調査会） 

  資料２   評価検討会運営要領（案） 

  資料３   「地域イノベーション協創プログラム」の事後評価に係る検

討のスケジュール（予定） 

  資料４   「地域イノベーション協創プログラム」の調査検討の視点

（案） 

  資料５   地域イノベーション協創プログラムの概要について（経済産
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業省） 

  資料６   地域イノベーション協創プログラムに係る技術に関する施

策・事後評価報告書概要（経済産業省） 

  参考１   総合科学技術・イノベーション会議が実施する国家的に重要

な研究開発の評価について（平成１７年１０月１８日 総合

科学技術会議 一部改正平成２６年５月２３日 総合科学技

術・イノベーション会議） 

  参考２   総合科学技術会議・イノベーション会議が事前評価を実施し

た研究開発に対する事後評価の調査検討等の進め方について

（平成２１年１月１９日評価専門調査会 一部改訂平成２６

年７月４日 評価専門調査会決定） 

  参考３   地域イノベーション協創プログラムの概要（平成２５年１１

月２６日） 

  参考４   「地域イノベーション協創プログラム」のフォローアップ結

果（「国家的に重要な研究開発の事前評価」のフォローアッ

プ結果（平成２１年７月２日 評価専門調査会）） 

  参考５   関連する科学技術政策等（抜粋） 

  参考６   科学技術による地域活性化戦略（平成２０年５月１９日 総

合科学技術会議） 

（机上資料） 

 ・地域イノベーション協創プログラムに係る技術に関する施策・事業評価報

告書（経済産業省）（バルキーファイル） 

 ・科学技術基本計画（平成２３年８月１９日 閣議決定）（冊子） 

 ・総合科学技術会議が実施する国家的に重要な研究開発の評価「地域イノベ

ーション協創プログラム」について（平成１９年１１月２８日 総合科学

技術会議）（冊子） 

 ・国の研究開発評価に関する大綱的指針（平成２４年１２月６日）（冊子） 

 

【事務局】 そろそろ定刻になりましたので、ただいまより総合科学技術・イ

ノベーション会議評価専門調査会「地域イノベーション協創プログラム」の第

１回評価検討会を開会させていただきます。 

 まず、事務局より配付資料の確認をさせていただきます。 

 お手元に議事次第をお配りしてございますが、下のほうにリストを書いてご

ざいます。裏面を見ていただきまして、参考１から参考６、それから、机上資

料がございます。こういった形での紙の資料と、あと机上資料は一部分厚いバ

ルキーファイルがございますが、経済産業省の事後評価結果でございます。そ
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れもあわせてご確認いただければと思います。適宜必要があれば参照いただく

という趣旨のものです。 

 それから、本検討会は非公開という形でさせていただいてございます。机上

資料につきましては、会議終了後に机の上に置いて帰っていただきたいという

ことでございます。配付資料については、お持ち帰りいただくことは結構でご

ざいますが、一応資料の内容は後ほどセレクトして公表することといたします

ので、一旦は委員の皆様限りというふうにしていただきたいと思います。資料

過不足等ございませんでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、まず本検討会の経緯、趣旨についてご説明をさせていただきます。 

 参考１という資料をお配りしてございます。総合科学技術・イノベーション

会議が実施する国家的に重要な研究開発の評価についてでございます。 

 評価目的、１ポツのところに書いてございますとおり、内閣府設置法第２６

条第１項第３号に基づいて、総合科学技術・イノベーション会議が２ポツに書

いてございますような評価対象、大規模研究開発等の評価を行っているところ

でございます。本件につきましては、事業着手時に事前評価を行ったものでご

ざいまして、大規模研究開発に該当するものでございます。今般、このプロジ

ェクトが終了し、また、経済産業省の評価が終了したことを踏まえて本検討会

を開催してございます。 

 資料１のとおり、昨年の11月に評価専門調査会で評価検討会の設置について

ご了承いただいたという経緯でございます。その後、経済産業省の事後評価の

終了を待って評価検討会の開催に至りましたという経緯でございます。 

 また、この評価検討会につきましては、委員選定、座長指名について評価専

門調査会長に一任ということで、11月26日の評価専門調査会で承認をいただい

たところでございます。この後の進行を検討会座長にお願いいたします。よろ

しくお願いします。 

【座長】 皆さま、おはようございます。このたび座長を仰せつかりました。

よろしくお願いします。 

 それでは、第１回評価検討会を進めます。 

 ただいま事務局から説明がありましたとおり、この評価検討会は総合科学技

術・イノベーション会議が経済産業省の地域イノベーション協創プログラムの

事後評価を行うために設置するもので、評価結果原案の取りまとめまでを行う

ものです。本日はお忙しい中お集まりいただき、ありがとうございます。 

 それでは、この検討会の運営に関しまして、事務局から説明をいたします。

よろしくお願いします。 

【事務局】 それでは、運営要領でございます。資料２をご覧いただけますで

しょうか。 
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 評価検討会運営要領の案でございます。この運営要領につきましては、従来

からの評価検討会の運営要領に即したものでございます。ポイントだけ簡潔に

ご説明いたします。 

 この運営要領につきましては、第２条に書いてございます。座長が出席でき

ない場合は座長の指名する者が職務を代理するといった点、第３条にございま

すとおり、代理人の出席は不可でございますが、欠席する場合には書面により

意見を提出することができるといったことを書いてございます。また、第５条、

評価検討会は非公開ということにさせていただいております。また、会議資料

につきましては、公表に適さない部分を除いて終了後に公表すると。また、議

事概要につきましては、そういった非公表情報に加えて、発言者の氏名を除い

て公表するといった形で考えてございます。 

 以上でございます。 

【座長】 ありがとうございました。 

 ただいま事務局から説明がありましたように、本検討会の運営につきまして

は、１、検討会は評価者の自由な発言を確保するため非公開、２、会議資料は

原則として公表、ただし、公表に適さない部分については非公表、３、議事概

要については、非公表情報と氏名を除いて公表とさせていただきますが、よろ

しいでしょうか。 

 ありがとうございます。 

 それでは、そういうことで評価検討会を進めていきたいと存じます。 

 続きまして、今後の進め方と調査検討の視点の案につきまして、事務局より

説明をお願いします。 

【事務局】 それでは、まず今後の進め方についてでございます。 

 資料３をご覧いただけますでしょうか。事後評価に係る検討のスケジュール

（予定）と書いてございます。 

 本日の評価検討会におきまして、実施府省である経済産業省のほうから実施

状況、概要等のヒアリングを行うという形にしてございます。その上で課題あ

るいは論点等の抽出のためのディスカッションをしていただくと、こういった

形で考えてございます。 

 資料のほうに書いてございませんが、会議の終了後に追加の質問、それから、

追加の意見を出していただくお願いをさせていただく予定としてございます。

一応、様式は、電子ファイルベースのものをご用意させていただいてございま

す。第２回評価検討会におきましては、今回の質問事項あるいは追加質問事項

に対する再度の経済産業省からの説明及び質疑を行うとともに、本日のディス

カッション及び追加意見を踏まえた論点整理の資料を事務局でご用意させてい

ただきまして、それを踏まえまして評価結果取りまとめに向けた意見交換をし
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ていただくということでございます。 

 そういった中での評価委員の皆様の評価コメントが評価結果のもとになると

いったことでございますので、忌憚のないご意見をいただければと思ってござ

います。 

 第２回評価検討会後にそういったご議論を踏まえて評価結果原案を事務局で

作成し、委員の皆様に照会をさせていただいて取りまとめるといった形で考え

てございます。取りまとめました評価結果原案につきましては、評価専門調査

会に評価検討会の調査結果としてご報告をして、評価専門調査会は評価結果を

取りまとめると。また、その後、総合科学技術・イノベーション会議において

評価結果を正式に決定すると、こういった流れになるということでございます。 

 引き続きまして、資料４に基づきまして、調査検討の視点について事務局よ

りご説明をいたします。 

【事務局】 それでは資料４をご覧ください。 

 先ほど参考資料２のところで少しご紹介しましたけれども、事後評価の調査

検討の進め方について平成２１年評価専門調査会において決定したものがござ

います。その中で調査検討の項目等というのが定められておりまして、資料４

の１ページ目のひし形のところで３項目書いてございますが、こういう項目が

ございます。それを踏まえまして、この調査検討会の視点というのを作成して

ございます。 

 ただ、この資料４につきましては、あくまでも事務局からの提案というたた

き台でございますので、これ以外にもこういう重要な視点があるのではないか

といった意見を委員の皆様からお寄せいただければと考えてございます。また、

この資料４以外でもこういう重要な視点があるのではないかといったご意見を

お寄せいただければよろしいかと考えてございます。かなり網羅的に一旦整理

はしておりますけれども、この視点の中でどこを重視して評価すべきとか、当

然濃淡をつけるべき項目があろうと思いますので、そういった点につきまして

も、ご議論いただければと思っております。 

 なお、事前に事務局で座長と、この調査検討の視点案について相談しまして、

重要と考えました箇所にアンダーラインを引いております。 

 それでは、内容を説明させていただきます。 

 先ほど申しましたけれども、ひし形の３つの項目に即して視点を整理してお

ります。１.が研究開発の成果と目標の達成状況についての確認、２.が本研究

開発を実施したときの成果がもたらす様々な効果、３.が研究開発におけるマ

ネジメントの妥当性と、この大きな３つの柱に即して視点を整理させていただ

いてございます。 

 まず、１ページ目の中段以降に書いています１.成果の目標と達成状況につ
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いてでございますが、視点を全部で５つ作成してございます。 

 まず、（１）についてですが、本プログラムは４つの事業から成り立ってお

り、１.から４.まで各事業で経済産業省が設定した目標が書いてございます。

ここでは、それぞれの目標の達成状況について確認する視点となってございま

す。 

 次に、２ページ目の（２）にいきまして、これは目標に加えまして本プログ

ラムの成果を確認する視点でございます。本プログラムは新事業を創出しよう

といった大きな目的がございますので、どんな新事業が実際に創出されたか、

また、事業化につながるような研究開発成果としてどんなものが得られたか、

事業化に至っていませんが、将来的に地域活性化への貢献が期待されるような

成果としてどんなものが得られているか、次のイノベーションを起こすための

基盤技術としてどんなものが蓄積されているか等を確認するための視点となっ

てございます。 

 それから、（３）ですけれども、これは国の科学技術政策に鑑みて本プログ

ラムは適切に進められ効果が得られたかを確認する視点になってございます。

国の科学技術政策に関しましては、資料の参考５に関連する部分を抜粋して載

せてございます。 

 それから、視点（４）ですけれども、これは地域の活性化を図るための施策

として、国がどんな役割を果たしたか、国が関与することでどんなメリットが

もたらされたか、地域のことは地域に任せるべきというご意見もあるんですが、

国がかかわることでどんなメリットがもたらされたかを確認する視点になって

ございます。 

 それから、（５）ですが、これは本プログラムを通じて見出された課題につ

いての視点です。どんな課題が見出されたかを明確にし、その後の国の地域科

学技術プロジェクトに反映させるような取り組みが進められているかを確認す

る視点になってございます。本件は事後評価になりますので、今後への展開が

非常に重要なポイントであると判断してございます。 

 次に、４ページ目にいきまして２つ目の視点ですね。本プログラムのもたら

す効果についての視点です。全部でこれは２点ございます。 

 まず、（１）ですね。これは本プログラムで創出された新事業とか創出が期

待される事業、それに伴う雇用というのは地域の経済活性化にも効果をもたら

すものであったかということを確認する視点になってございます。目標として

事業化率が挙がっておりますが、実際に事業化した案件が経済効果をもたらす

ようなものになっているかというのを確認する視点でございます。 

 次に、（２）ですけれども、これは国際競争力のある事業が創出されたか、

国際競争力のある研究課題が採択されるような審査が行われたかを確認する視
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点になってございます。本件は平成19年に実施しました事前評価のときの指摘

事項になっております。 

 それから、最後に３点目のマネジメント妥当性についてです。５ページ目に

いきまして、全部で６つございます。１点目の（１）はプログラム全体のマネ

ジメントの妥当性を確認する視点になっています。各事業は４つから成り立っ

ているんですが、それぞれの進捗状況を踏まえたプログラム全体のＰＤＣＡが

機能したかを確認する視点になってございます。 

 それから、（２）ですね。これは４つの事業をプログラム化して、それぞれ

を連携した運営がきちんと行われたかというのを確認する視点になってござい

ます。特に４つのうちの２つは基盤形成事業ですが、そこで整理された体制が

２つの研究開発事業への取り組みに有効に機能したかというのを確認する視点

になってございます。 

 それから、（３）は４事業のうちの一つの共同体形成事業におけるマネジメ

ントの妥当性を確認する視点になってございます。特に３パラグラフ目に書い

てございます機能の継続性、すなわち事業が終了して支援が終了した後でも共

同体の機能が確保され、その後の国の関連する地域科学技術政策へ活用される

ような体制がとられているかといったことは非常に重要であると考え、視点に

入れてございます。 

 それから、（４）ですが、２つの研究開発事業での課題採択の審査の妥当性

を確認するものでございます。事業における課題採択で適切な審査が行われた

か、事業化の見通しが明るくて、企業ニーズと技術シーズがマッチした課題が

優先的に採択されたかというのを確認する視点になってございます。本件に関

しましても、平成19年に実施した事前評価での指摘事項でございます。 

 それから、（５）ですね。これは２つの研究開発事業におけるマネジメント

の妥当性を確認する視点になってございます。特に地域イノベーション創出研

究開発事業では、民間の参加企業の者をプロジェクト・マネージャーとして設

置するということを定式化して運営がなされているということですが、それが

有効に機能したのかを確認するものでございます。また、大学発事業創出実用

化研究開発事業では、マッチングコーディネーターをＮＥＤＯに設けて運営す

るということになってございますが、それが有効に機能したかというのを確認

する視点になってございます。本件も平成19年の事前評価での指摘事項でござ

います。 

 それから、最後に６ページ目にいきまして、（６）ですが、これは地域の活

性化を目指した産学連携によるイノベーション創出に関連する政府全体の取り

組みにおいて、本プログラムは他省庁の関連施策との間で十分な連携が図られ

たか、適切な役割分担がなされたかを確認する視点になってございます。本件
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も平成19年の事前評価での指摘事項になっております。総合科学技術・イノベ

ーション会議としましては、政府全体の取り組みを俯瞰して本プログラムの立

ち位置を確認する必要がございますので、本件も重要な視点と考えてございま

す。 

 視点に関する説明は以上になります。 

【座長】 ありがとうございました。 

 ただいま説明の調査検討の視点については、あくまでもたたき台の案ですの

で、後ほど追加すべき視点がないかといった点も含めて議論したいと思います

が、現時点で特段のご質問はございますでしょうか。よろしいですか。 

 では、ちょっと時間も押していますので、これから経済産業省の内容説明に

入りたいと思います。 

 それでは、説明者の方々、入室をお願いします。 

 

 

〔説明者入室〕 

【座長】 本日はお忙しい中、評価検討会にご対応いただき、ありがとうござ

います。本日は、まず事後評価の対象となっております研究開発の内容につい

て、経済産業省に30分程度でご説明いただき、その後30分程度質疑応答をさせ

ていただきたいと考えております。 

 それでは、説明に当たっての注意事項について私のほうからご説明いたしま

す。 

 この評価検討会は非公開という扱いであり、傍聴は事務局限りとしておりま

す。経済産業省からご説明をいただく方はメインテーブルに着席して説明をい

ただき、説明及び質疑の後は説明補助者の方も含めてご退席いただきますので、

よろしくお願いします。 

 また、会議資料については、会議終了後に原則公表することといたします。

したがって、非公表扱いのものがありましたら、説明の中でその旨、非公開と

する理由を含め申入れをお願いします。 

 議事概要については公表することとしております。したがって、経済産業省

からの説明にかかわる部分については、公表前には事実確認をいたしますので、

よろしくお願いします。 

 注意事項は以上です。 

 それでは、説明をお願いします。 

【説明者】 よろしくお願いいたします。 

 資料５に沿ってご説明をしたいと思いますけれども、本プログラムにつきま

しては、地域新産業戦略室と大学連携推進室、２つのユニットで担当しており
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ますので、私のほうから全体と地域新産業戦略室の担当部分を説明しまして、

後ほど大学連携推進室のほうから担当部分をご説明するという形で進めさせて

いただきたいと思います。 

 それでは、資料５の「地域イノベーション協創プログラムの概要について」

ということで、表紙を１枚おめくりいただきまして、２ページ目をご覧くださ

い。 

 本プログラムは、地域の研究機関がそれぞれ持つ設備、人材などの資源を相

互利用しまして、地域企業に技術指導を行うということで、地域イノベーショ

ンが創出される環境整備を図るものです。この際、大学やＴＬＯにおきまして

も、産学連携人材の配置の体制整備を行うこととしております。 

 また、地域の研究機関と企業からなる産学官の共同体制のもとに実用化の研

究開発支援を行い、地域の新産業創出に貢献する製品・サービスの開発を行う

ものでございます。実施期間は平成20年度から24年度までの５年間、予算総額

280億円が支出されております。 

 ３ページ目をご覧いただきますと、プログラムの構造が示されております。 

 本プログラムは４つの事業から構成されておりまして、まず、研究機関の体

制整備のために地域イノベーション創出共同体形成事業を行いまして、公設試、

大学、企業などを含めた共同体を形成いたします。Ｂの創造的産学連携体制整

備事業では、ＴＬＯに専門人材を配置しまして、産学連携体制の強化を図りま

す。こうした体制整備の上で研究開発を推進するために、Ｃ、地域イノベーシ

ョン創出研究開発事業で、地域のリソースを最適に組み合わせた研究体により

ます実用化技術の開発を実施いたします。また、Ｄの大学発事業創出実用化研

究開発事業、これは大学の先端技術と民間企業の研究資源を組み合わせて実用

化を目的とした研究開発を支援するものでございます。これらの事業によりま

して、地域の研究機関の連携体制の強化と地域イノベーション創出を図るとい

う構造になっております。 

 ４ページ目、施策の目的ですけれども、繰り返しですが、企業と大学の産学

の共同研究開発を促進して、地域発のイノベーションを次々と生み出して地域

経済の活性化を図るということを目的としております。ポイントとして、この

４ページの下のほうに４つ挙げておりますけれども、１つが研究機関の設備機

器や人材の相互活用あるいは企業への利用開放の促進、２番目に企業の抱える

技術課題の相談あるいは適切な研究機関の紹介などワンストップサービスの提

供、３番目に大学の潜在力を引き出すために大学、ＴＬＯにおける産学連携体

制の強化、そして、４番目に産学官の共同研究の支援による新産業・新事業の

創出ということで、地域あるいはグローバルな科学技術拠点の形成を目指すこ

ととしております。 
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 ５ページをご覧いただきますと、これは政策的位置づけですけれども、これ

まで成長戦略、科学技術基本計画あるいは長期戦略指針イノベーション25とい

った閣議決定された政策提言がございまして、これらの中で新事業の創出、新

技術の実証、活用促進あるいは地域イノベーションの自立化といった提言がう

たわれておりまして、これらを実行するものとして本制度が位置づけられてお

ります。 

 ６ページは予算の支出状況ですけれども、イノベーション創出の基盤形成事

業、これは平成20年度から24年度にかけて34億円、それから、②の研究開発事

業、これは平成20年度から23年度にかけて246 億円、プログラム総額で280億

円が支出されております。 

 ７ページをご覧いただきますと、本プログラムの適用例として北海道バイオ

産業の事例が挙げられております。北海道では、北大や産総研地域センターに

おきまして、健康科学あるいは植物バイオの研究シーズがありまして、機能性

に富む地域資源を活用する広域ネットワークということで北海道バイオ産業ク

ラスターというものを推進してまいりました。ここのノーステック財団という

のが産業支援機関ですけれども、事務局となりまして、これら４つのプログラ

ムを一体的に活用してきたという実績がございます。この研究開発事業と産学

連携の体制事業がうまく活用された結果、下のほうにありますけれども、機能

性素材を使ったオリゴ糖あるいはビートを利用したリキュール、ゲノム解析サ

ービス、地域資源を活用した新しい事業や産業の芽が生まれてきていると言え

ると思います。 

 続きまして、今回のプログラムの成果と目標の達成状況について、８ページ

のほうをご覧いただければと思います。 

 成果と目標の達成状況についてです。施策を構成する事業ごとに目的や目標

を設定しております。まず、Ａの地域イノベーション創出共同体形成事業と、

Ｃの地域イノベーション創出研究開発事業について私のほうから先にご説明さ

せていただきまして、Ｂの創造的産学連携体制整備事業、Ｄの大学発事業創出

実用化研究開発事業については、後ほど大学連携推進室長のほうからご説明を

させていただこうと思います。 

 まず、このＡの地域イノベーション創出共同体形成事業の目標ですけれども、

左側の上のほうに具体的に４項目挙げております。多くの研究機関が参加する

共同体の形成、それから、研究会や研修会を通じて機器の利用促進を図る、３

番目に研究成果や機器のデータベースを作成して研究資源の有効活用を促進す

る、それから、４番目にコーディネーターによる技術支援という目標、これら

を立てております。 

 その達成度については、１枚めくって９ページの各指標をご覧いただきたい
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と思いますけれども、この地域イノベーション創出共同体形成事業の目標の達

成状況を測るために、指標として共同体へ参加する研究機関の数あるいは設置

機器の利用件数、本事業に対する研究機関、企業の満足度を今回調査いたしま

した。 

 まず、協議会の参加状況ですけれども、各ブロックにおきまして大学・高専、

公設試、産業支援機関などによる共同体、協議会を構成しております。協議会

には多数の研究機関が参加しておりまして、有効な組織であったと判断をして

おります。北海道ですと独法が６つ、大学・高専が22、公設試が10、産業支援

機関12ということで、北海道で合計52の機関が参加しております。それぞれ地

域の経済規模や機関の数によってさまざまですけれども、大体40から50、60と

いった多くの機関が協議会に参加しております。 

 補助事業者からのコメントとしまして、右側の真ん中のほうにありますけれ

ども、運営機関の参加機関のうち、地域の大学が中心として大学の意見をとり

まとめたことが、当該地域の国公立大学間の連携強化に有効であったというコ

メントがございました。また、産総研が中心となって地域の公設試の意見を取

りまとめたということも横の連携強化に有効であったというコメントをいただ

いております。 

 本事業で導入された機器の利用件数につきましては、本事業が終わった22年

度以降の件数なんですけれども、6,000件から7,000件ということで一定程度ご

ざいまして、事業が終わった後も波及効果をもたらしていると考えております。 

 左下のほうですけれども、研修会や研究会について、この共同体を構成する

機関のほうからは６割が有効と評価していただいておりますけれども、利用企

業からは「どちらでもない」というところが６割弱を占めておりまして、やや

研修会や研究会についての周知が十分でなくて、利用頻度が少なかったかなと

いう反省がございます。また、研究機関が所有する研究開発資源、研究成果と

か機器についてのデータベースも構築いたしましたけれども、これの有効性に

ついては約半数の企業が「どちらでもない」といった回答でございまして、企

業のほうも利用したい機器は初めから決めてかかるところもありまして、デー

タベースを利用するまでもないといった点もあるのかもしれませんが、こちら

もやや周知広報が十分でなかったかなという反省点がございます。 

 右下のほうにはコーディネーター、専門家が役に立ったかということですけ

れども、これは共同体の構成員、研究機関、それから利用企業いずれからも評

価を得ていると、大方評価する意見が多かったというふうに考えております。 

 以上、４つの指標を勘案しますと、本事業による共同体形成はある程度基盤

整備は進んで、目標はおおむね達成したというふうに判断しております。 

 次に、前のページに戻っていただけますでしょうか。 
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 地域イノベーション創出研究開発事業の目標についてであります。８ページ

をご覧いただきますと、こちらの事業は研究開発終了３年後の事業化率を平成

20年度で30％という目標を置いております。平成21年度からは40％にこの目標

を引き上げております。これは本制度の前身となる研究開発事業では、当初目

標を30％としていましたけれども、今回はプログラム全体として基盤形成事業

と組み合わせると。これで一層イノベーションや新事業創出が起こりやすいだ

ろうという前提のもとに、平成21年度から目標値を40％に変更しております。

1,300件の応募に対して約260件が採択されておりまして、そのうち研究開発終

了３年後の事業化率は27.8％ということで、目標は未達成となっております。 

 しかし、なぜ未達成となったかという点については、行ったり来たりで恐縮

ですけれども、3枚進んでいただいて11ページをご覧いただきたいと思います。 

 この地域イノベーション創出研究開発事業は、事業化率が目標に達していな

いということですけれども、これは平成22年度に研究をスタートしたものにつ

いては平成23年度も継続しておりまして、事業終了後３年が経過していない事

業が多いということも考慮していただく必要があるかなと思っております。こ

の11ページの上のほうの表ですけれども、終了後３年たって、さらにその後も

状況を見ますと、３年後にも事業化に成功した事例がさらに４、５％上積みさ

れているということがございますし、実用化、事業化が未達成のものについて

も今後の事業化計画の策定率が約６割ということになっております。左側の上

から２番目の表ですね。それから、右側には今後も研究開発を積極的に推進し

ていく、あるいは研究開発を実施中だという事業者が５割から７割おりまして、

今後も事業化率が伸びていくというふうに考えております。 

 12ページから16ページにかけて、事業化に成功した事例ですとか、あるいは

事業化に向けて研究開発を行っている事例を具体的にご紹介しております。１

番目に挙がっているレアシュガースウィートというのは、これ香川県は讃岐う

どんが有名なこともあって糖尿病になる率が一番日本で高いそうなんですけれ

ども、これは通常の甘味料と変わらないんですけれども、脂肪の抑制吸収効果

とか肥満防止の効果があるということで、このレアシュガーを含んだ500グラ

ムのボトルがスーパーや百貨店で販売されておりまして、非常に人気が高くて

今品薄状態になっているということであります。これなんかは肥満抑制の甘味

料ということで、国際マーケットなどもねらっていけるんじゃないかというこ

とで期待をされている事業でございます。 

 一方で、事業化を断念した事例もございまして、17ページをご覧いただきま

すと、私どものほうで事業化を断念した事例について、なぜ断念したのかとい

うことを確認したところ、幾つかの傾向があるということがわかりました。１

つが市場において十分な性能や価格競争力を確保できる見通しが立てられなか

－12－ 



ったということ、あるいは２番目には当初の見込みほど市場規模がないあるい

は市場環境が変化して採算性が確保できないというふうなケースもございます

し、３番目には事業化の主体となる企業自体の経営や資金繰りがあまりよくな

くて十分な投資ができないというふうな傾向が見られました。申請を採択する

段階での市場の見通しあるいは事業化を進める企業の経営状況、これらについ

ての予見性の難しさがあらわれていると考えられます。 

 今後の対応策としましては、採択審査時に単に試作品が製造できそうだとい

う技術的な評価だけじゃなくて、マーケットまで視野に入れた目利き力のさら

なる向上が必要だと考えられますし、また、未利用技術の製品については、知

的財産の第三者許諾を進めるとか事業承継を促すということも必要だと思われ

ます。また、資金の不足については政府系の金融機関やファンドに案件を紹介

して、事業化の見通しありというふうに判断された場合には、政策的に出融資

をしていただくという対応が考えられると思われます。 

 続きまして、大学連携推進室のほうからお願いをいたします。 

【説明者】 それでは、資料の８ページのほうに戻っていただきまして、今説

明を後回しにした大学連携推進室のほうで担当している部分についてご説明さ

せていただければと思います。 

 具体的にはＢとＤの事業の説明をさせていただきますが、まずＢのほうは、

創造的産学連携体制整備事業と申しまして、目的といたしましては、より多く

の大学がより深く産学連携に関与するようになることと、そのための体制を整

備することを促すということ、それから、産学の共同研究、委託研究、学から

産への技術移転がより活性化すること、産学連携の拠点の中核を担う人材が育

成されること、創設されたＴＬＯ等の初期の活動が円滑に立ち上がることによ

り産学の共同研究、委託研究、技術移転がより活性化すること、それから、外

国特許権の取得が進むこと、こういったことを目標、目的と掲げておりまして、

それについては、結果といたしましては10ページを見ていただければと思いま

すが、この事業を推進することによりまして、もっぱら大学におけるＴＬＯな

どの技術移転の体制を整備するということを目的としておりまして、当初この

評価のちょっと外になりますけれども、平成10年から始めたときにはＴＬＯは

ゼロだったものが約50位立ち上がり、いろんな大学での技術移転体制が整備さ

れたということになっております。 

 実際に満足度調査のようなものをいたしますと、ＴＬＯの８割以上が大学や

企業との連携体制が充実した、これはもともと体制がないところからでき上が

っていますので当然だと思いますけれども、そういう評価をいただいておりま

すし、実際に特許実施許諾件数、外国特許出願件数はどういうふうに伸びたの

かというデータをとりますと、グラフが２つありますけれども、真ん中のほう
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ですね。左のほうは創造的産学連携事業に採択された事業者の関与した特許権

実施許諾件数を書かせていただきましたが、その補助事業において支援をさせ

ていただいたＴＬＯの事業者の全体の件数を見ても、国内の特許実施許諾件数

が106から319というふうに大幅に伸びておりますし、これ幾つもの事業者の集

合体でありますので、１事業者当たりの単純平均をとったとしても、これは18

から40というふうに非常に大きく伸びているということが言えるんじゃないか

と思います。それから、国外特許の実施許諾件数についても、１ＴＬＯ当たり

の平均は７から15というふうにおおむね大幅に増大しているというふうに考え

ています。 

 それから、右側の大学技術移転事業の補助事業者が関与した特許権実施許諾

件数のほうにつきましても、そこまで顕著ではないですが、15から30というふ

うに伸びております。こういうふうにおおむね特許の実施許諾件数は伸びてお

りますし、左下のほうを見ていただきますと、海外特許の出願件数も663から

1,022というふうにこの３年間で伸びておりまして、１事業者当たりで平均を

とりますと、４倍位伸びているということになるかと思います。 

 それから、実際に人材育成、こういった事業に携わる人の人材の育成はどう

いうふうに行われたかという観点からもちょっと調査いたしましたが、産学連

携プロデューサーとか産学連携スペシャリストと呼ばれる人たちが雇用されて

いる人数がどうなっているかと、現在どうなっているかを調査いたしましたと

ころ、ＴＬＯに引き続き残っている人たちが６割ぐらいいますが、一部ほかの

会社に移転したものの、分野としては産学連携活動に引き続き携わっていると

いう人も加えますと、７割位の人がこの産学連携の分野でずっと業務をやって

いただいているということでありまして、これは一定のこの分野での知見の集

積なり定着が進んでいるんじゃないかと考えることができます。 

 それから、８ページにもう一度戻らせていただきまして、Ｄの事業でござい

ます。 

 大学発事業創出実用化研究開発事業でございますけれども、これは研究開発

の補助事業でありますが、目標指標といたしましては、補助事業終了後３年以

上経過した時点での事業化率25％というのを掲げておりまして、それにつきま

しては、これまで採択いたしました事業52件のうち６件が売り上げも上がって

いると、こういう状態でありまして、率に直しますと11.5％ということで目標

の25％に届いておりませんが、約12％の事業で事業化がなされているというふ

うに判断しています。ちょっと率が低かったものですから、それ以外の残りの

約９割の事業は今どうなっているかなと引き続き見させていただきましたとこ

ろ、約５件は今もうサンプルの配布を始めているということでありまして、う

まくいけばすぐにでもこれは事業化に入るんじゃないかなというふうに考えて
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おりますし、中止に至ったものは７件と全体の10％ぐらいでございまして、残

りは研究開発を継続しておりますので、これについても今後、成果が出てくる

んじゃないかなと期待をいたしております。 

 今少しご説明いたしましたが、11ページを見ていただきますと、今申し上げ

た内容を下の半分のＤのところに書かせていただいております。こちらは約６

件ということで、52件のうちの６件で11.5％の母体となる数字でありますけれ

ども、既にいろいろと売り上げが上がっているもの、これ以外に５件ぐらいは

すぐにでも上がってくるんじゃないか、合わせれば20％ぐらいになるんですけ

れども、とりあえず今回は11.5％を記載させていただきました。 

 それから、一つの例といたしまして13ページを見ていただきますと、本研究

開発の補助事業において例えば成功したものの例として、一般市民向けのもの

ではないので、生活面でなかなか実感は沸きにくいんですけれども、再生医療

などの分野における細胞培養に用いるコラーゲン溶液がもう開発されて、研究

者の間では今販売され始めているということでありまして、こういった成果が

上がっているものもございます。 

 研究開発の途上にあるものはまだいっぱいあるんですけれども、例えば16ペ

ージを見ていただきますと、一つの例として、膵島移植をする場合の膵島の分

離に用いる酵素剤、これも医療研究用だと思いますけれども、こちらについて

も基本的なものはでき上がっているんですけれども、実際の利用においては安

全面のいろんな検証がまだ必要でございまして、今実際には文科省、ＪＳＴさ

んのほうの支援のほうにつながって、できれば平成２８年ごろには販売を開始

したいと、こういうふうにちょっと時間はかかっておりますけれども、今回支

援させていただいた内容をもとにこれの事業化に向けて日々邁進しているもの

もございますので、今後成果が出てくることを期待したいと思っております。 

 とりあえずそこまでです。 

【説明者】 以上で本プログラムの個別事業の成果についてご説明をしました

けれども、もう一度この政府の基本方針、計画との関係について確認をさせて

いただきたいと思いますので、18ページをご覧いただければと思います。 

 長期戦略指針イノベーション25あるいは科学技術による地域経済活性化戦略

というふうな政府の基本方針におきまして、地域における研究機関、自治体、

大学、企業、こういったクラスター形成を支援する必要がある、広域連携のネ

ットワークの強化をする必要がある、あるいは研究機関、大学の研究設備です

ね、若手育成とか民間利用の観点も含めて積極的な共用を促進する必要がある、

連携とか共用ということが指摘を受けております。また、大学を中核としたイ

ノベーションの拠点形成や、大学の研究と企業の開発をつなぐ取り組みが不十

分ではないかと。あるいは公設試による産学官連携の必要性、組織の枠を超え
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た連携が不十分と、こういった指摘を踏まえまして、今回のこのプログラムを

実施させていただいたと、地域イノベーションに係る課題克服を図るために実

行したということでございます。 

 右上のほうですけれども、実行面におきましても、経済産業省と関係府省の

事業との間に重複が生じないように制度設計をするとともに、平成21年度から

は経済産業省と文部科学省が連携をしまして、産学官連携拠点事業を実施して

おります。 

 選定をした拠点について、本プログラムを含め、両省の支援メニューが有機

的に組み合わされるように取り組んできたところでございます。こういった取

り組みもあった上で、申し上げたような成果が挙がっているということでござ

います。 

 次、19ページに移りまして、効果ですね。科学技術的・社会経済的・国際的

な効果、又は今後の波及効果の見込みという項目がございますけれども、特に

費用対効果について申し上げますと、この地域イノベ－ション創出共同体形成

事業については、その地域や企業の間の広域連携を可能にする共同体を構築し、

設備機器等の研究資源を相互利用することで、地域や企業の間の重複投資を排

除でき、自ら設備機器を整備することが困難だった事業者にもそれが活用でき

るようになったと、そういうメリットがあるということでございます。 

 この事業の終了後も、さっき申し上げたように年間7,000件前後の利用が続

いておりまして、今後も継続的な利用が見込まれますので、費用対効果は年を

追うごとに高まっていくというふうに考えられますし、また、事業終了後も多

くのプロジェクトで、産業技術連携推進会議と書かれておりますが、これは産

総研の地域センターと各地域のブロックの公設試験研究機関の間で、こういっ

た会議体をブロックごと、あるいは技術分野ごとに設けておりまして、分科会

なども開いて非常に活発に活動しております。 

 こういった場を活用して、多くのプロジェクトで技術紹介や研究発表などが

行われているということでございます。 

 それから、地域イノベーション創出研究開発事業につきまして補助事業者に

アンケートを行いまして、この研究開発において、事業者自身も持ち出しとい

いますか、投入した資源量があるわけですけれども、これに比べて売上高とか

収益は見合うものだったかどうかというアンケートをしておりますけれども、

十分見合う、あるいは、ある程度見合うといった回答を６割の方からいただい

ております。 

 それから20ページは、この基盤形成事業と研究開発事業を一体的に実施した

ことによる効果についてのアンケートでございますけれども、地域イノベーシ

ョン創出共同体形成事業については、研究開発事業を活用した事業者の約半数
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が、基盤形成事業と連携させたことは有効だったという回答をいただいており

ます。 

 それからまた、地域イノベーション創出研究開発事業の実施に当たって、20

ページの左下のほうのアンケートの結果ですけれども、多くの事業者の方が公

設試験研究機関、あるいは、大学、高等専門学校等の機関も活用しております

ので、そういった意味で研究開発を進める側からも、共同体の公設機関の利用

は進んでいたということかと思います。 

 ということで、では大学のほう、お願いできますか。 

【説明者】 それでは１ページ戻らせていただきまして、19ページのほうの右

のほうから、２事業についてご説明させていただきたいと思います。 

 社会経済的な効果についてでございますけれども、まずＢ.創造的産学連携

体制整備事業についてでございます。 

 本事業では、平成20年度から24年度の５年間で約12.4億円の補助金を投入し

たわけでございますけれども、それに対して、同期間におけるこれらの補助金

交付先のライセンス収入が45.9億円ということでございまして、投入した資金

よりも多くのライセンス収入が上がって、すなわち非常に活発に活動が行われ

ているということが言えるんじゃないかというふうに考えております。 

 それから、そのちょっと前から支援しておりました、平成20年度から24年度

の間には支援対象ではなかった承認ＴＬＯの分のライセンス収入も加えますと、

61.6億円ということでございまして、民間ＴＬＯの活動の活性化につながって

いるんじゃないかと考えております。 

 それから、その下のＤのところ、大学発事業創出実用化研究開発事業のほう

を見ていただきますと、これも自己評価ではございますけれども、こういった

研究開発の補助の仕組みがあることによって、今回事業者が投入した資源量が、

今後得られるであろう売上高や収益に十分見合うと思われるか、あるいは、あ

る程度見合うと思われるかというのを見ますと、約９割以上がそうであるとい

うふうに回答してというふうに、それなりの満足度の評価は得られているんじ

ゃないかと思います。 

 それから、20ページを見ていただきますと、これらをプログラムとして一体

的に実施したことによる効果として、どういうことが考えられるかということ

で、Ｂのところ、創造的産学連携体制整備事業のほうを見ていただきますと、

ＴＬＯの人たちにアンケートをした限りにおきましては、自分たちの補助金を

受けているだけではなくて、いろんなＴＬＯの仕組みを活用することで得られ

るような支援、ほかの、このプログラム内の研究開発予算についての紹介もさ

れておりますし、それ以外の分もされているということで、単にＴＬＯの支援

事業一本だけを単独でやるというよりは、一体的に行うことでいろんな、ほか
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の類似の研究開発の仕組みなども紹介されたりとか、そういうことが行われた

んじゃないかというふうに考えております。 

 とりあえず、以上です。 

【説明者】 では続きまして、21ページ以降でマネジメントの妥当性について

でございます。 

 このプログラム全体のマネジメントについては、経済産業省と経済産業局が

実施しておりまして、経済産業局及びＮＥＤＯを通じまして、地域イノベーシ

ョンを担う関係機関の強固な共同体を構築して、この研究開発を支援していっ

たということでございます。 

 22ページ以降に、個別事業のマネジメントについての評価がございますけれ

ども、まず地域イノベーション創出共同体形成事業については、経済産業局か

ら共同体の運営を行う民間団体、産業支援機関に補助を実施しておりまして、

この補助事業の利用企業からは、実施体制について６割以上が評価をするとい

うふうな回答をいただいております。 

 それから地域イノベーション創出研究開発事業についても、これはプロジェ

クト管理法人や大学から構成される研究体というところで事業を実施して、さ

らに事業化率を高めるためにプロジェクト・マネージャーというものを置いて

おります。 

 これについて、事業化に向けて、そのプロジェクト・マネージャーがうまく

機能したというふうな評価をいただいております。 

 23ページをご覧いただきますと、このプロジェクト・マネージャーを含めた

体制が、23ページで図示されておりますけれども、この研究体の中には管理法

人というものと、いろんな企業、大学、公設試などのグループが入っているわ

けですけれども、さらにその研究の中身をマネージするために、この研究実施

者である民間企業に所属する方をプロジェクト・マネージャーに指名をしまし

て、いろんなマネジメントをしていただいたということであります。 

 例えば、この受託期間が続いている間は、事業化に向けて関係の研究機関に

働きかけたり、ユーザー企業への売り込みを行っていただいたり、あるいは受

託期間が終わった後も引き続き事業化に向けて関わっていただいているという

ことでありまして、６割から７割の方からうまく機能しているというふうな評

価をいただいております。 

 それから１ページ飛ばして、25ページのほうですけれども、マネジメントの

関係で、この課題の採択審査についてのアンケートもとっております。 

 この地域イノベーション創出共同体形成事業について、課題採択審査を行わ

ずと書いてありますが、これは事業者の選定に当たっては当然審査を行ってい

るんですが、特に何かの研究分野というふうに、あらかじめ課題を設定する、
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課題設定の優劣を審査するということではございませんので、このような書き

方になってございます。 

 地域イノベーション創出研究開発事業については、採択基準の適切性という

ことで、６割の方から適切であったというふうな回答をいただいております。 

 これらを踏まえて26ページ、今後の課題についてでありますけれども、地域

イノベ－ション創出共同体形成事業につきましては、さっき申し上げたように、

研究開発資源データベースの有効性について、約半数の企業が「どちらでもな

い」というふうな回答がございまして、これについては周知広報が十分でなか

ったと考えられますので、これも改善が必要というふうに考えてございます。 

 それから地域イノベーション創出研究開発事業については、実はこれ申請書

類の作業負荷について、「適切でなかった」という評価が実は10％を超えてお

りまして、記入項目や提出書類が多いというふうなコメントが多数上がってお

ります。今後、記載内容の簡略化、申請者の負担を減少させるという観点での

取り組みが必要というふうに考えてございます。 

【説明者】 それでは、22ページにもう一度お戻りいただいて、マネジメント

の妥当性についてでございますけれども、まず右側上のほうのＢ.創造的産学

連携体制整備事業でございます。 

 こちらにつきましては、対象経費の品目や補助率については適切だったとい

うことでございますけれども、一方で、どういった課題があったかということ

もいろいろ同時に聞いておりますと、申請書類作成の作業が非常に負荷が大き

いと。あるいは公募期間が短いので、その中で非常に急いでやらなきゃいけな

いとか、こういった部分の不満がいろいろあった感じでございましたので、そ

のあたりの改善が必要だっただろうと思われます。 

 具体的には、当初、経済産業省からの直接執行でずっと事業をやっておった

んですけれども、こういった体制が弱いということの批判も踏まえまして、平

成22年度からは経済産業局の執行ということで、本省の２～３名の担当のみで

事務をやっていた体制から、経済産業局のサポートも得つつ執行する体制へ、

もう少し改善されるような形でやっておりましたが、それでも最終的には、い

まだに負担を感じたという人のほうが６割ぐらいいるということになっていま

すので、さらに同じようなことを今後やるんであれば、どういった体制をちゃ

んと整えていくかというのは、同時に重要な事項であろうというふうに考えて

います。 

 それから、その下のＤ.大学発事業創出実用化研究開発事業につきましては、

これはＮＥＤＯ交付金の中での研究開発マネジメントによりまして実施させて

いただいたんですが、研究開発管理については９割以上の方がおおむね適切だ

というふうに回答をいただいています。 
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 ただ、24ページを見ていただきますと、同じ事業のもう少し詳しい説明に当

たるわけですが、左下のグラフを見ていただきますと、母数は19件なんですが、

19件のうち、研究開発の進捗管理は14件が適切だと。それから、19件のうち７

件について、研究開発課題の助言については適切だと、こういうことだったん

ですけれども、その下の２つを見ますと、事業期間中に事業化に向けた助言と

か、事業化に向けた展示会の機会の提供、事業化のほうを意識したような活動

になってきますと、我々の体制が非常に弱かったということで、メリットがあ

ったと答えられた方は19件中２件、３件ということでございました。 

 こういったところの、支援して実際に実施している研究開発の中身だけじゃ

なくて、その後の事業化を見据えて、助言なり何なりの機能を強化していくこ

とが課題なんだろうなというふうに考えております。 

 今、申し上げたことをまとめまして26ページに書いておりますが、同じ内容

でございますので、飛ばさせていただきたいと思います。 

【説明者】 それでは今後の課題について、プログラム全体の評価ということ

につきまして、27ページでございますが、今後の課題とございますが、産業構

造審議会の産業技術環境分科会のもとに、研究開発・評価小委員会 評価ワー

キンググループが設けられまして、このプログラム全体の事後評価も行ってい

ただいております。 

 評価ワーキンググループからのコメントといたしまして、本プログラムの政

策的意義は高いと認められ、中長期的な視点を持って取り組んでいくことが必

要であると。一方で、政府全体として、類似政策との役割の整理とか、連携に

ついて、国のイノベーションシステム全体として評価していく必要があるとい

うコメントをいただいております。 

 これについての対応方針としましては、日常的にも他省庁、文部科学省さん

などとの連絡会というのは開かせていただいておりますけれども、そういった

場でも、他省庁の政策との連携、特に研究開発から成果の事業化までをシーム

レスに一貫して支援できる制度設計、制度運用ということを、各省連携して進

めていく必要があるのではないかというふうに考えております。 

 また、コメントとしてもう一つは、プログラムのもとに４つの事業があった

わけですけれども、その中のさらに個別の事例からくみ取れるいろんな知見、

なぜうまくいかなかったか、どうだったかということを解析して、そこからも

う一度、指標を、どのような指標がベンチマークとしてふさわしいのか検討す

る必要があるんじゃないかと。 

 その事業化率が高ければいいかということについては、高過ぎるのもまた研

究開発としては問題があるんではないかという指摘もございます。事業化に至

らなかったとしても、人材面ですとか、あるいは企業の他の事業における他分
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野の技術波及とか、いろんな要素があるというふうな指摘がございまして、し

たがって、個別事例で事業化に成功したものもありますし、それに至らなかっ

たものがあると。 

 その成功運用、失敗運用を分析した上で、その内容を今後の新しい施策に反

映させるとともに、事業化率に代わる成果指標についての検討もしてまいりた

いというふうに考えてございます。 

 若干、説明が長くなりましたけれども、私どもからのご報告は以上とさせて

いただきたいと思います。 

 

【座長】 ありがとうございました。 

 では質疑に移ります。ただいまのご説明について、ご質問等あればご発言お

願いします。 

 どうぞ。 

【委員】 ご説明ありがとうございました。 

 何点か質問させていただきたい点があるんですけれども、まず簡単なところ

から、４つ事業があるうちで、ＡとＣとＤについては、事業の中身が非常によ

く理解できたんですけれども、Ｂの創造的産学連携体制整備事業につきまして、

３ページのところでは、ＴＬＯ等への専門人材の配置等による産学連携体制の

強化と書かれておりまして、また22ページのところでは、対象経費の費目補助

率については適切だったとの回答があったというご説明をいただきましたが、

もう少し具体的に、Ｂの事業の内容を、ご説明いただけますでしょうか。 

【説明者】 それではＢの事業の中身についてというご質問かと思いますので、

少し詳しくご説明したいと思います。 

 中身は大きく４つの事業からなっております。まず１つ目の類型が「大学等

技術移転促進事業」と申しまして、名前が長いので略称を申し上げますと、

「スタートアップ支援事業」と呼んでおりまして、大学において初めてＴＬＯ

を設置するとき、ＴＬＯを立ち上げてから５年間の間、彼らの活動費の３分の

２を補助するというものでございます。５年間が終わると補助が終わるという

ことでありまして、その間、彼らが行うライセンシングのための活動とか、い

ろんな活動の事業費の３分の２を補助すると、こういうものでございます。 

 従いまして、ほかの事業と比べますと、何か研究テーマがあって、テーマを

採択して、そのテーマについての何か研究開発の成果が出たのかとかいう観点

とはちょっと違う類の事業だというふうに考えていただければと思います。 

 それから、「スタートアップ支援事業」と同じようなものでございまして、

広域型のＴＬＯについての活動についての補助をする、「創造的産学連携事

業」。これも同じように、何か研究開発のテーマがあるわけではなくて、体制
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の整備をするための費用の３分の２を補助する事業です。 

 それから、平成16年度あたりから開始した事業でございますけれども、先進

的に立ち上がっていって、ノウハウが蓄積された一部のＴＬＯが、ほかの後続

の、後から立ち上がってきたようなＴＬＯに、そのノウハウを移転するための

活動費用の３分の２を補助する「特定分野重要技術移転事業」。「スーパーＴ

ＬＯ」と呼んでいましたけれども、そういった事業です。 

それから、こういった事業のうち、海外特許資産に係る費用の３分の２を補

助する「海外特許出願強化事業」です。 

 こういった４種類の事業がございまして、これは何かテーマというよりは、

それぞれの体制を立ち上げたり、体制を強化するための費用であります。そう

いった活動をしている中で、人材を育成されたり、あるいは彼らのノウハウが

蓄積されていくと、こういうことを期待しているものでございます。 

【委員】 スーパーＴＬＯに産学連携プロデューサー、産学スペシャリストを

派遣していたという理解でよろしいんでしょうか。 

【説明者】 例えば、ある大学のＴＬＯに非常に知見がたまっている場合、そ

のＴＬＯのノウハウを別のＴＬＯに移転するために、自分たちのノウハウを持

った職員を別のＴＬＯに派遣して、そこでマンツーマンでいろいろ教えるとい

う事業です。その人の活動費などを補助する制度でございます。 

【委員】 複数のＴＬＯを所管されている方とお会いしたことがあるのでわか

ります。いろいろな事業がまざっているということがわかりました。どうもあ

りがとうございました。 

 引き続きで大丈夫ですか。すみません、もう１点が、Ａの事業の地域イノベ

ーション創出共同体形成事業、公設試などの機器を広域で共同利用するという、

非常に重要な事業であると個人的には認識しているんですけれども、こちらの

この設置機器の利用件数として、地域別の延利用件数のデータを３年分挙げて

くださってます。 

 従来からこういう公設試の機器というのは、もちろん県の公設試であれば県

内企業に開放されているものだと思いますので、今回の事業では、改めて広域

で、地域ブロックで連携するということで、県外企業が利用する件数が増える

というところが効果としては非常に重要と思います。こちらの延利用件数のデ

ータには、その区別といいますか、県外企業の利用件数に、なっているのかど

うかを質問させていただければ幸いです。 

もう１点、ご担当が同じなので続けて申し上げますと、Ｃの事業で、アンケ

ートの結果が出ているんですけれども、全般にちょっとＮ値が少ないように見

えます。Ｃの事業も、地域新生コンソーシアム研究開発事業のときから非常に

重要な事業で、その後継事業であると認識しておりますが、採択件数は、契約
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者が１社辞退されたということで、261件ということですが、例えば11ページ

のアンケート結果では回答数が、平成20年度は49、平成21年度は37、平成22年

度は40ということで、足すと126にしかなりません。これが回答者の全体とい

うことなのかを教えていただければ幸いです。 

【説明者】 ２点について。公設試の利用件数ですけれども、この数字はブロ

ックでとっておりまして、県内、県外の区別をしておりません。ですから、最

近は公設試験研究機関も、企業さんは別に埼玉も千葉も東京も関係ないわけで

ございます、広域で経済活動なり、イノベーションが進んでおりますので。広

域連携は進んできております。 

 すみません、ここでは分けてとっていないんですけど、実態問題としますと、

例えば公設試験研究機関で県外の企業さんには倍の料金をとるとか、自治体が

違うと料金を上げるよというふうな取り扱いも以前ございましたけど、最近は

大分広域連携が進んで、我々が補正予算とったのはそうしていますけれども、

県外、県内企業問わず、統一の料金で対応するというふうなケースもふえてき

ておりまして。すみません、必要とあれば確認いたしますけれども、県内企業

のみならず、県外にも使っていただいているケースが結構多いのではないかと

いうふうに理解をしております。 

 それから、アンケートをとった件数につきましては、ご指摘のとおりでござ

いまして、採択した案件261件で、全部についてアンケート調査をさせていた

だいているんですけど、回答いただいているところが、申しわけございません、

百数十件程度というところがあって、そういった意味ではもう少し捕捉という

か、フォローを強めていく必要があるという点、反省点としてございます。 

【委員】 ありがとうございました。 

【委員】 細かなところわからないんですけど、まず最初にちょっとお伺いし

ておきたいなと思ったのは、18ページの産学官連携の拠点づくりで、経済産業

省と文部科学省が一緒になってやろうというのが21年度からだということだっ

たんですが、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、これは本来このスタートラインにこの発想がな

かったというのが、ちょっと私、信じられなかったんですが。 

 産業クラスターと知的クラスターは、本来、連携しながらやっていくのが筋

でありまして、特に大学関係のものは長期の問題であります。その長期の問題

に対して、この平成21年度からこの発想になっていくのはちょっと信じられな

いわけでございます。 

 それと、このＡ、Ｂのほうはプロジェクト・マネージャーでございますが、

このプロジェクト・マネージャーはどういう基準で、どういうふうに選定され

たのか、ちょっと教えていただければなんですが。 

 ただ、産業の問題を取り扱うかですが、実質的には単なる製品開発論で終わ
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ってしまっているという感じがします。その産業に近づくための中身の戦略、

これはプラットフォームをつくろうという姿勢なのか、それともコンソーシア

ムでいいのかと。製品開発から産業に結びつくための連続的な製品開発はどう

見ているのか。これもちょっとよくわかりませんでした。その辺がちょっと気

になりました。それと当然ですけど、かなり長期のものを要する医学関係のも

のなんか、当然、臨床試験等がかなりあるだろうと、機能性につきましても。

これはかなり長期の問題であって、これを中期段階で評価することの意味がよ

くわかりません。その辺のことを、どう最初の段階でお考えになっていたのか。

その辺まず基本的なことでございますが、お伺いしたいというふうに思います。 

【説明者】 文部科学省との連携について、途中段階からそういった連携を考

えるというのは発想としてどうなのかというご指摘、おっしゃるとおりだと思

います。 

 そういった反省も踏まえまして、最近では、平成23年度から行っている事業

で、地域イノベーション戦略推進地域、あるいは支援プログラムというのを、

今、文部科学省さん、農林水産省さん、それから経済産業省、３省で、地域の

選定、あるいはプログラムの選定を進める取り組みも始めておりまして。この

当時はまだ役所の中の体制整備にとどまっていた、一つの役所の中に。そうい

った意味で、省庁間の連携というのは、今ようやく進みつつあるということか

と思います。 

 それから、プラットフォームがコンソーシアムかというご指摘でございます

が、共同体形成がいわゆる事業化に向けたプラットフォームだと。そして研究

開発のほうがコンソーシアムということでございまして。ご指摘の点は、確か

にコンソーシアムで技術開発が進んだとしても、その後、事業化までどうやっ

て運んでいくかということも、プラットフォームとうまく結びついていないん

じゃないかというふうなご指摘かと思います。 

 最近、役所の中でも、川上の産学官連携だけじゃなくて、要するに事業化ま

でに必要な販路開拓ですとか、資金調達ですとか、ここまで見ていく必要があ

りまして、そうすると、産総研、公設試、大学というところだけじゃなくて、

例えば販路開拓ですと、国内ですと中小企業基盤整備機構とか、海外ですとＪ

ＥＴＲＯの事務所とか、そういったところ、あるいはＮＥＤＯとか、そういっ

たところを巻き込んだプラットフォームを整備しまして、そこにうまく研究開

発が乗ってくるような進め方が必要かと考えております。 

 そういった意味で、個別の製品開発は進むんですけれども、それがばらばら

となって、全体として本当の事業につながっていないんじゃないかというご指

摘はおっしゃるとおりかと思われまして、そういった意味で、いい機能性食品

をつくっても、それの効用を、動物実験にとどまっていて、人まで踏み込めて
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いないのでそれをうまくアピールできないとか、そういった制約も見えてきて

おりますので、ご指摘を踏まえて、まだ仕掛りでとまっているものをテコ入れ

すれば事業化できる可能性もあると思いますので、フォローアップの仕方を考

えていきたいと思います。 

【説明者】 それから、最後のご質問でいただきました、分野で臨床研究が必

要なものなども含めて、なぜこんなものが入っているのかというご質問でした

けれども、我々がこの事業をやるに当たりましては、大学の産学連携機能を強

化というか、つくり上げていくということを念頭に置いて当初やったものです

から、成果だけを、例えば３年以内に出すということを考えれば、臨床がかか

わるようなものは最初から除くというやり方もあったんだと思いますけれども、

医学部における産学連携も含めて、いろんな分野のものを、特に分野を選定す

ることなく、広く、大学における産学連携機能を強化するようにしたほうがい

いんじゃないかということも考えまして、一部そういう臨床、時間がかかるも

のも含まれておりますけれども、特定の分野を排除するとか、そういうことな

く、あらゆる分野のものを採択するという形で進めております。 

 その結果、一部、事業化率の達成ということだけ取り上げてみますと、３年

でできるわけないじゃないかと、最初からわかっていたじゃないかというよう

なものもちょっと入っておるんですけれども、もともとの我々の政策の主眼と

いうのが大学の産学連携機能をつくり上げるということでございましたので、

そういうものも含まれているということです。 

 そういうこともあって、若干、事業化率がちょっと低くなっていたりとかす

る部分もあるのかなというふうに考えています。 

【委員】 ちょっと追加して申しわけありません。 

 最初のポイントのところに、設備機器等をかなり強調されているところがご

ざいます。これは確かに必要だと思いますが、基本的にはやっぱりコンソーシ

アムよりはプラットフォームに近づけようとすると、やはり人材だろうと。そ

こでの情報の共有化と学習効果がどう蓄積できるかということだろうと。そう

いう長期的なものが見えないんですね、この中には。ちょっとこれが寂しいと

ころでございます。 

 追加して申し上げられれば、この資料６を見たんですが、科学的技術による

地域活性化の戦略というところに、地域拠点のエコシステムを目指してという、

これ非常にいい提案だと思うんですが、こういう主体のそれぞれの地域戦略に

係るマネジメントをどう最終的にそこに持ち込むかというところまでのトレー

スが少しあってよかったんではないかと。エコシステムがいいかどうかわかり

ません。いろんな説明ができるかもしれません。こういうことについては、そ

の後の取りまとめの中で、この議論はされたんでしょうか。 
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【説明者】 今回の事業の評価に当たりまして、そういった機器というよりは

ソフト面のコーディネート機能ですとか、こういったものが重要ではないかと

いうお話はいただいておりまして。 

 実際のところ地域イノベーション創出共同体形成事業でも設備機器の利用件

数は進んだとなっていますけれども、やはり今後の中身のある産学官連携を進

めていくには、むしろ技術コーディネーターとか、指導員とか、こういったも

のについて評価が高かったわけですけれども、むしろこういったところに着目

していく必要があるんじゃないかと考えておりまして。 

 実は平成24年度、25年度と補正予算で、公設試への機器の配置を広域連携の

もとに進めていく。あるいは戦略産業に絞って進めていくというのを、今、取

り組ませていただいております。 

 その中で、やはり大事になってきますのは、その機器の使い方ですとか、そ

の機器を使う、例えばＧＮＴ、グローバルニッチトップのような企業を、単に

その機器を使うだけじゃなくて、さらにその次のステップに進めていくための

アドバイスができるような方の配置と。こういう人材の配置にもっと力を入れ

ていく必要があるという議論をまさにしております。 

 そうでないと、単に機器を配って、広域連携ができてよかったねで終わって

しまいますので、おっしゃるとおり、その次のコーディネーションに向けて、

今、進めようとしているところでございます。 

【座長】 先ほどのご質問で、プロジェクト・マネージャーの選定基準につい

てご質問があったと思うんですけど、その回答がまだされていないと思います。 

【説明者】 失礼しました。このプロジェクト・マネージャーを、先ほど申し

上げましたけれども、イノベーション、研究開発事業を進める民間企業の中か

ら、その技術分野、あるいはその事業について最も詳しい方にマネージャーと

なっていただいて、その方がそれぞれの支援機関、あるいは大学、研究機関の

間を橋渡しをして動き回るというふうな役割でございまして、その選定という

のは、それぞれ事業者のほうからプロジェクト・マネージャーをあわせて申請

していただくというふうな形をとっております。 

【座長】 ありがとうございます。 

 ほかいかがでしょうか。 

【委員】 地域イノベーションのこのプログラムは、大変いいプログラムだと

私は評価しております。 

 ９ページと11ページの中で、先ほど質問もありましたけれども、この右側の

９ページは設置機器の利用ということで、やはり関東地域が断トツで多いです。 

 地域でそれぞれ数字が出ているわけですけれども、この中で大変活発な地域

と、その中からたくさんの知見があるのだろうと思います。なぜそこが活発に
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利用するのか。あるいは、クラスター的な構成の上でも、非常に政策効果とし

て出ている地域があると思いますので、そういうところをきちっと整理した上

で、それを知見として次のところにつなげていくというのが私は非常に大事だ

と考えております。まず第１点がそれです。 

 それからもう一つは、地域を活性化しようというのは大変大きなミッション

ですので、そのためには新しい事業をつくるということです。それと、事業化

ということを大変重要な指標にしているわけです。 

 その場合、３ページの公設試、大学、ＴＬＯ、企業という中では、産学官だ

けでは事業化というのはなかなかうまくいきません。産学官金ということで、

金融をこのようなセクターの中に入れることによって、国の支援策だけではな

く、事業化とすると民間の資金も投入したり、金融機関のバックアップがすご

く重要ですので、それが第２点として大事なことだろうと思っております。 

 それから３番目には仕組みづくりです。要するに地域を活性化しようという

ときに、さまざまな仕組みをつくります。産学官、それから地域の自治体、そ

れから、重要なのは中小企業の参加です。 

 この事業化といった場合に官がやるわけでもなく、大学がやるわけでもあり

ません。地域の自治体も一部含まれますが、基本的には地域の企業が事業を起

こすわけです。それによって雇用を増やしたり、税収を上げて、それから地域

が本当に活性化するというところにつながっていくわけですので、そう考える

と、この各仕組みづくりの中の担当者と、それから、そこのリーダーの役割と

いうのは大変重要なのです。 

 ですから、先ほど一番最初に申し述べた、地域でうまくいっている事例をピ

ックアップすることによって、そこに各セクターの非常に重要な担当者とリー

ダーと、それから取りまとめたプロジェクト・マネジメントしていく存在とい

うのが、これからの地域を活性化する要になると思っています。そのような観

点からいうと、この地域イノベーションプログラムというのは大変重要なプロ

グラムであったと思いますので、これをさらにもう一回いろいろ検討して、新

しい支援策をこのイノベーション会議の中で構築していくように提言していき

たいと思っております。 

 以上でございます。 

【座長】 アドバイスという位置づけでよろしいでしょうか。 

 何か。 

【説明者】 はい、貴重なご指摘ありがとうございます。 

 ちょっと補足を申し上げます。この資料５の38ページを見ていただきますと、

この公設試験研究機関に導入した設備機器の地域別の延利用件数をさらに１拠

点当たり、公設試験研究機関当たりに割り算をしてみますと、38ページの下の
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ほうなんですけれども、北海道とか中国、中部あたりは関東よりも利用数が多

いというふうな結果が出ておりまして。 

 これは、要するに機器の配備の仕方とか、あるいはどの分野に用いたかとか、

地域によって、単純な経済規模ではなくて、１機関当たりの利用件数にかなり

差が出ておりまして、これは、おっしゃるように、優位な共同体を形成したと

ころがこういった結果をもたらしているんじゃないかと。 

 そうすると、産業支援機関がどのように働きかけたかとか、どういうふうに

クラスターが機能したかと、こういったことも突っ込んで考えていく必要があ

ると思います。 

 それから、金融の役割が重要だということで、信用金庫とか地方銀行も、こ

れから人口が減少してどんどん貸出先も減っていく中で、やはり単にお金を貸

すだけじゃなくて、産業支援的な意識を持っておられるところも多くなったり

しております。 

 ですから、今後こういう連携体制を組むときは、事業化も見据えて、最初か

ら金融機関の皆様も巻き込んでいくとか、あるいは、いい技術を持っていると

ころを金融機関のほうから教えていただくとか、こういった連携も必要ではな

いかということで、金融庁のほうでもRelationship Bankingということを、今、

強化しようということでございますので、私どものほうでも、今、中小企業の

持つ技術を評価できる仕組みを構築しようと別途取り組んでおりまして、そう

いったものができれば、そういう金融庁や信用金庫の協会などにもご紹介をし

ていきたいというふうに考えております。 

 それから、中小企業への支援が重要ということで、こういった研究開発の成

果をフォローアップするという意味で、中小企業庁のものづくり補助金とか、

サポーティングインダストリーの補助金がございますけれども、実際、申請書

の作成に当たっては、産業支援機関とか公設試験研究機関が間に入って取り組

んでいる例もございますので、そういったものを進めるとともに、今後も産業

クラスター的な政策は復活しようと考えておりまして、そのときにうまくいっ

たプロジェクトのリーダーとか、プロジェクト・マネージャーとか、こういっ

た方を今後も産学官連携のキーパーソンというか、コーディネーターとして、

きちんと捕捉して、いろんなときにお手伝いしていただけるような、そういっ

たネットワークも築いていきたいというふうに考えております。 

 以上です。 

【座長】 ほかいかがでしょう。 

【委員】 簡単に、答えていただければありがたいのですが、私は、産学連携

がこの方向で進むのはいいと思っています。医学・医療では、残念ながら最近

の東大の例に見られますように、新聞報道によりますと、製薬会社と一緒に研
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究計画書をつくったことさえけしからんといった方向に話が進んでいて、利益

相反の問題が大きな問題になりつつあるように思います。 

 このプログラムでが、利益相反の問題、利益相反への対応はディスカッショ

ンされたのでしょうか。 

【説明者】 私が把握している限りでは、恐らくそのもう少し前の研究開発の

段階の部分の議論が多かったのではないかと思います。一方で、学部の中では、

そういう話も実際に動いていたかもしれないんですけれども。 

 実際に、どこまで我々が支援した研究開発の中でそこまで議論がなされたか、

あるいは、そういった問題を解決するに当たって何か職発制限法ができたかど

うかというのは、申しわけございません、今、把握しておりません。もし何か

わかりましたらまた調べたいと思います。 

【座長】 ほか、いかがでしょうか。 

【委員】 概要については非常に包括的にまとめられていてよくわかりました。

地域のプロジェクトですので、地域別あるいは分野別のデータを示してもらい

たいと思います。問題になっているプロジェクト・マネージャーですが、彼ら

の評価と事業の成果の関係性があるのかどうか、明確にして欲しいと思います。 

プロジェクト・マネージャーの評価は、事業終了後に非常に厳しい評価に変わ

っている。これは何を意味するのでしょうか。日本人の特性として、事業の途

中で、批判はしにくいが、終了後はやはり言いたいことがあったということな

のでしょうか。それとも事業の成果が明らかになったため、プロジェクト・マ

ネージャーの評価に影響したということなのでしょうか。  

 プロジェクト・マネージャーが継続されていないところとされているところ

があるようですが、それがプロジェクトの成果に影響しているのかという点の

整理をしていただかないと、平均的には合格点でしたと評価されても、次のプ

ロジェクトに向けての課題が明らかにならないし、今後の大きな地域イノベー

ションの戦略をやるための参考にも余りならないなという感じを持ちました。 

 北海道の例が本プロジェクトの代表として示されていますが、機能性食品を

除くと、医学部の先生方の研究は事業化につながっていません。科学技術を利

用したスモールビジネスに終わった事例が多いと思います。この背景には、事

業化率を40％に上げているということも影響していると考えられます。本プロ

ジェクトは、事業化支援になりつつあって、イノベーションではなくなってき

ている感じもします。ですから、この点についての見直しも必要だと思います。 

 あと１点だけ言わせていただくと、バイオ系のいろいろな施設を見させてい

ただいて驚いたのは、高額で購入されている装置、機械、設備機器類が外国製

というところが多いように思います。 

 一つ一つの事業で特許や事業化率を見ていくというのは大いに結構なんです
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が、やはりイノベーション事業で使用された海外の装置メーカーに流れるだけ

では問題ですし、何か関連した装置の開発など、そういう分野に何か大きなプ

ラスの効果があったりしたら、プロジェクトの波及効果もといえると思います。

プログラムの成果をお話しされるのは、必要なことなんですけれども、経済産

業省の大きな目的に向かっての何か効果があるとするならば、それらの点につ

いて何かアピールをしていただければなと思います。 

 以上です。 

【説明者】 ご指摘いただきましてありがとうございます。 

 プロジェクト・マネージャーが事業化にどういうふうに役立っているのかと

か、あるいは地域別・分野別の分析ですとか、もう少しきめ細やかにというご

指摘もございましたので、作業時間の関係もありますけれども、どこまででき

るか少し試みさせていただきたいと思います。 

 それから機器の購入につきましては、今も公設試験研究機関に機器を配備す

るときにはスペックは特定しますけれども、それを一体幾らの価格で入れるの

かというのは、競争入札のやり方をとっています。最も有利な条件で同じ性能

のものが提供できるということで、日本メーカーのものも入っておりますけれ

ども、やはり分野によっては海外のものも入るケースも出てくるかなと。そこ

は高額になればなるほど、海外のメーカーにもオープンの形で入札をしないと

問題になりますので、そこはやむを得ない点があろうかと思っております。 

 それから、まさに事業化率を高く設定するがゆえに手近なところで成果が上

がるように、小粒なビジネスにちょっとバイアスがかかっているのではないか

というご指摘もいただきました。これも事業化に成功したものの、販売実績と

か将来の市場見通しなんかも見ながら、何かお示しできるものを用意できない

かなと、事務方とも相談する必要があるのですけれども、検討させていただき

たいと思います。 

【座長】幾つか次回に資料が出ると思います。ほかいかがでしょうか。 

【委員】 先ほどからＰＤ、ＰＯの話が出ていますが、この地域イノベーショ

ン協創プログラム全体のマネジメント体制はどういうふうに行われていたのか

というのが一つ目の知りたい点です。もう一つは、資料５の19ページですが、

基盤形成事業のＢの創造的産学連携体制整備事業で12.4億円が投入されて、補

助金交付先のライセンス収入は45.9億円だったという点です。補助金、すなわ

ち、投入された資金よりもライセンス収入が多いという結果が示されているわ

けですが、これは補助金の効果を示すものなのか、教えていただきたいと思い

ます。 

【説明者】 連携体制につきましては、この地域イノベーションと産学連携で

担当室が異なっているわけですけれども、これ、この事業が組まれたときから
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同じプログラムの中で実行するということでございますので、事前の評価です

とか、中間のフォローアップですとか、今回もそうですけれども、このフォロ

ーアップのとき、評価のときだけではなくて、両課でよく連絡をとりながら、

この間あった指摘に対してどういうふうに対応していくのかということについ

ても、細かに調整しながら進めさせていただいておりまして、局も違うんです

けれども、それぞればらばらにということではなくて、実は私のいる地域新産

業戦略室、昔は地域技術課と呼ばれておりまして、同じく工業技術院の中でセ

ットで組まれていまして、地域性を高めるということで、今、別に入っている

んですけれども、そういった意味で、同じ役所でございますし、そこはよく連

絡をとって進めているつもりでございます。 

【説明者】 それから補助金のところのご質問があったかと思いますけれども、

この創造的産学連携体制整備事業、５年間で12.4億円というのは、そのＴＬＯ

の活動費、つまり実際に働いておられる方々の活動費に対して補助が３分の２、

払われておりますので、ＴＬＯが結果としてこの５年間の間にライセンス収入

で得たものが45.9億円ということでございますので、関係があるか否かと問わ

れれば関係があると思います。 

 ただ、実際、正直申し上げますと、このＴＬＯの支援事業というのは平成10

年度からやっているものでございまして、当然ながらこの12.4億円の結果が即

ライセンス収入につながったかというと必ずしもそうではなく、そういうもの

もあるんだと思いますけれども、大分前から頑張ってやっていたものが、ちょ

うどたまたまこのときに花開いたというものも多分含まれていると思います。

その仕分けはちょっと難しいんですけれども、実際には補助金を交付したＴＬ

Ｏの収入として得たライセンス収入ということでございますので、そこの人た

ちの活動の結果、ライセンス収入につながっている部分をカウントしていると

いう意味では関連があるということだと思います。 

【座長】 では最後ですが。 

【委員】 今のライセンスの話は、正確に書かないと非常にまずいですよ。誤

解しますね。この280億円の事業でのライセンス収入が５年間で61.6億あった

というふうに読み取れてしまうんです。異常ですよね、大体そんなことがあり

得るはずがない。１年目にそのうちの多くのライセンスが入っているんだから、

ここのところを正しく報告すべきです。 

 それから２つ目は、この事業、支援事業で幾つか新しい製品が出てきたとい

うのは非常にいいことなんだけれども、理想的にはこういった事業を興すこと

によって、産業界、企業から大学、あるいは公設試に自発的に今度はお金を払

って、それで研究を続ける。こういった効果が期待されます。その辺のところ

を調べていただきたいというふうに思います。これが２つ目です。 
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 それから３つ目は、先ほどちょっと話が出ましたけれども、280億円という

のは非常に大きな額で、280億を使ったことによって、費用対効果というのを

どういうふうに考えるか。これをもっと分析すべきだと思います。 

 この３点をお願いします。 

【説明者】 では、２点目について先に。 

 研究開発、たしか資料で11ページのほうで、事業化に至っていないものにつ

いて、今後も研究開発に積極的に取り組んでいく、あるいは実施中であるとい

うところ、これは、いずれも追加の補助金というより自前の資金で取り組んで

いただいておりまして、そういった意味では、国の補助なり委託が入って、あ

る程度のところまで来たので、これから先は自分たちでこの研究資金を出して、

まさに公設試験研究機関ですと受託研究になるのだろうと思うんですけれども、

そういう形で事業が進んでおるというふうに認識しております。 

 それから280億円の費用対効果については、今回、お持ちした資料にはお示

しできていないんですけれども、それも含めて、またご覧いただけるように用

意したいと思います。 

【座長】 そのほかの部分は次回に。今、答えられますか。 

【説明者】 継続研究の部分につきまして、私のほうから補足させていただき

ますと、52件審査していただいたんですけれども、この中身を見ますと、７件

は終了とか中断、やめちゃったというものがございますが、事業化というか販

売開始している６件を除く残りの39件は、研究開発が実際にまだ継続しており

ますので、そういう意味では支援が終わってすぐやめているとかそういうこと

ではなくて、今後、そういったところからまた成果が上がってくるんではない

かというふうに期待はしております。それはこの支援の外でございます。 

 それから、ＴＬＯの部分につきましては、仕分けられるかどうかも含めてい

ろいろな要素があって絡んでいるので、どこのときにその人が貢献した内容が

今、ライセンスにつながっているのかというところを見ないといけないですけ

れども、できるかどうか調べてみたいと思います。 

【委員】 何点か質問があります。大枠から聞きますと、これ４つのプロジェ

クトをプログラム化したわけなので、そのプログラム化したところの効果とい

うのが、今回のプレゼンの中では個別にご回答をいただいたので、よく読めな

かった。何が効果としてあったのか、何が難しかったのか、その辺のところが

知りたい。 

 それから、先ほどもプロジェクト・マネージャーの話がありました。それか

ら産学連携プロデューサー、スペシャリスト、また昨今ではここには入ってい

ないのですが、ＵＲＡとか、つなぎの人、仕掛けづくりの人というもの、さま

ざまなのが出てきているわけなのですが、これだけ見るとアンケート調査的な
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話でいくと、効果があった、意味があった、そこで終わってしまっているんで

す。 

事後評価というのは、次に何か施策を打つときに、示唆を与えるものであっ

てほしいわけです。ですので、何を体験して、そこからどのようなレッスンを

学び取るか、このような仕掛けをつくるときには、何に注意してどういうこと

を目指すべきというのが、その辺を読み取れるようなものが内容として欲しい

ところがあります。 

 それから、一つピンポイントで知りたいのは、地域における仕掛けづくりに

ついてです。中でも公設試の役割は非常に重要ですが、地元から見ていると公

設試は個々別々に動いているわけなんです。域内、県内の公設試も分野が違う

と連携がとれていないというのが現状で、縦割りです。かつ、域外との公設試

との連携というのは非常に必要だとは言いながらも、なかなか動いていなかっ

たというのが私の知っている数年前の話でした。 

 これをやったことにより、ある程度の改善が見られているのか。何が問題な

のか、制度的なものもあると思いますが、その辺も指摘していただけると建設

的になるかなと思います。 

 それから、先ほど委員がおっしゃったようなプロキュアメントの話ですが、

アメリカではＳＢＩＲというシステムがあって、何かというとイノベーション

という視点から装置を入れるということが可能なようなシステムになっている

わけです。 

 日本では日本版ＳＢＩＲをつくったんですけれども、活用し切れていない。

その辺で今後の課題ですけれども、こういう仕掛けをつくるときには、そうい

うことが可能になるようなものも埋め込むというのが、一つのここから学べる

ことではないかと思います。先ほどのファクトとしては国産ほとんどなしとい

う状況を皆さん知っているわけなんですが、それを改善するためにどうしたら

いいかというのは、やはりここからのレッスンとして学ぶべきだと思っており

ます。 

 それからこの事後評価というのは、評価専門調査会の評価ですが、表面的な

評価はもちろんしなくてはいけないんですけれども、それだけでとどめておく

と、やはり意味のある評価にならないので、踏み込んだこと、時間とかの制約

がありながらですけれども、やはり何を学ぶかというところの視点から詰めて

いただけるとありがたいと思います。 

 以上です。 

【説明者】 ４つの事業を１つのプログラムにおさめたことで何が効果があっ

て、何が難しかったかというご指摘でございます。 

 それで、今回、お持ちしたアンケートの中でも、20ページのところでは研究
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開発事業と、この地域イノベーション創出共同体形成事業の連携が有効であっ

たと、アンケートでぽっと単純に出ているだけなので、これでは何がどう連携

してうまくいったかわからないではないかというご指摘かと思います。 

 そういった意味でもう少し成功した事業と、形成された共同体のかかわりに

ついてもう少し掘り下げて、どういうふうなインタラクションがあったのかと

いうところを、もう少しこの事例を読み込んでご報告できるようにしたいと思

います。 

 そこを網羅的にできるかどうかというのがあるのですけれども、できる限り

レッスンにつながるようなものをお示しできればと思います。 

 それから公設試が個々別々であるというのはご指摘のとおりで、自治体の財

政も厳しくなってきていますので、どんどん機器も陳腐化しておりまして、一

つの公設試で、フルセットでいい体制を組むことは難しくなってきております。 

 私ども、全国の公設試のネットワークというかそういった会議にも出させて

いただいて、どういうふうに広域連携を進めるかという議論は、今、具体的に

進めさせていただいておりますけれども、一部の公設試が独立行政法人になっ

てある程度自治体のくびきというか、制約から離れた形で動けるようになって

いるところもあるのですが、ほかのところはやはり、うちの自治体に属してい

るところは、県外の方に同じ料金で提供するのはどうなのかとか、広域連携を

強めることについて、必ずしも県の商工労働部が好意的でないというところが

あって、こういうまさに組織の壁というか制約なんですけれども、これをどう

打ち破っていくかということが課題になってございます。そうしたところも評

価していただけるようにお示ししたいと思います。 

【説明者】 プロジェクト・マネージャー、事業化につなげる人のところなん

ですけれども、まさにそこのところが実際に我々やったアンケート調査でも課

題に上がってきておりまして、我々、研究開発の中身を審査して、採択して、

その進捗を管理するという観点から、研究開発の中身を詰める作業は行われる

んですけれども、実際にここにもお示ししましたように、事業化に向けたアド

バイスが弱いというふうに言われていまして、先ほどのご議論の中にも産学官

に何か金融の人も入るかどうかとかいう、要するに事業化のプロの視点がまだ

欠けているのかもしれないので、そういったところ、今、おっしゃったとおり

課題かなというふうに考えています。 

 あと、バイオ系の研究のときに、ほとんどのお金が結局、研究費が海外の機

器に流れているのではないかというご指摘がありまして、これ多分、相当前か

らそういう状況が問題視されているのだと思いますけれども、実際に今、私が

ちらちらと我々が支援しているＤのほうの研究開発事業のほうを見ましても、

バイオ系の機器開発のテーマが相当あります。 
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 機器管理系の支援事業も相当あるにも関わらず、非常にニッチな分野の機器

開発になっているためか、大型の汎用的な部分は、まだ相当海外に取られたま

までまだ追いついていないのかなと、それを何とかしないといけないのかなと

いうふうに考えております。 

【座長】 ありがとうございます。大分時間を超過しましたので、このあたり

で質疑は終わりにしたいと思います。どうしても何かまだある方、よろしいで

すか。 

 では、これで本日の質疑は終了したいと思います。 

 経済産業省におかれては、本日されたご質問に関して、書面で回答いただき

たいもの、さらに追加資料提出を求める事項について、追って事務局から連絡

させますので対応をお願いします。 

 また、第２回の検討会への対応もあわせてお願いいたします。ありがとうご

ざいました。 

 では説明者及び説明補助者の方は、ご退席ください。 

 

（説明者退席） 

【座長】 ただいまの説明を受けて、ここから議論したいと思います。 

 まず資料４の視点がありますが、これに沿ってご意見なりコメントを出して

いただけますでしょうか。資料４は全部で大きく３つの１．２．３．とありま

すので、まず１．の視点から順にご意見をいただければと思います。 

【委員】 言葉として私どもよくわからないのですが、多くの研究機関といっ

ても、いろいろな研究機関がありますけれども、地域全体にかかわる研究機関

というのは全員参加したかどうかって、わかりませんよね。どの程度参加があ

ったのか。それと共同体という言葉を使って非常に運命共同体みたいな連想を

してしまうわけです。 

 当然、統一した目的があって、当然そこら辺のゴールが、手法がはっきりし

ているような、そういうものを想定している視点なんですけれども、そうでは

ないですね。単なる協議会組織ですよね。この辺の理解が、非常にわからなか

ったんですけれども、どの程度の組織を想定されているのか。単なる事業を取

るための組織なのかということです。例えば、そこに自治体がどこまで関与す

るとか、公的なセクターがどこまで関与するか、それはもちろんないわけです

よね。その辺ちょっとわからないので、その辺どうなっているのか教えていた

だきたいと思っていたのです。 

【事務局】 こちらに書いてございます記述と申しますのが、地域イノベーシ

ョン創出共同体形成事業に関して経済産業省が示してきた目標設定、資料の８

ページでございますけれども、要するに多くの研究機関が参加するというのは、
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ある意味、経産省においてこういった目標を設定してきたということであり、

またこういった目標設定でもってある程度意図している共同体というものを表

現しているということでございますので、むしろ今の先生の問題意識からする

と、そういった目標設定なりが、前提条件の設定なりが十分か、適切かどうか

という観点も含めて、評価の対象かなというふうに認識してございます。 

 事務局の見解としては、以上でございます。 

【委員】 今の委員のご発言に私も非常に同意するところがあるのですけれど

も、まさに今、地域にある研究機関がどのくらいあって、そのうちの幾つが参

加したのかということが分からないと、「多くの」という表現ではどのくらい

参加したのか評価しがたいと、私もずっと思って拝見しておりました。 

 特に９ページの研究機関の協議会への参加数という表で、経済産業省の方も

北海道、それから中国、九州が関東よりも参加率が高いとおっしゃっていたん

ですけれども、参加数が、北海道は52とか53とかある一方で、関東は22、23し

かない。関東は１都10県あり、北海道は一つの県であることを考えても、明ら

かに関東の参加機関数は少ないのではないかと想像されます。近畿も20という

ことで、こちらも２府５県あるのに、この数というのは少ないように思えます。

もしかすると、先ほどお話にあった、他県の人には貸したくないというような

傾向が、関東・近畿という一番メインの地域でもしあるのだとすれば、この事

業自体は重要だと私も認識しておりまして、国のお金も入って設備を整備して

いる施設が多い中で、それが県民にしか、県内企業にしか開放されていないと

いうことですと非常にもったいないと思います。本事業は、非常に重要だと思

っていますので、ここは全体として、独法とか大学とか公設試といった、ここ

に書かれているような分野の研究機関が全体として幾つあって、そのうちの幾

つがこの事業に参加していたのかというデータにしていただいて、かつ、私も

質問で申しましたけれども、県外の企業がどのくらい利用しているのかという

データを出していただかないと、なかなか評価しづらいと思います。 

【座長】 次回の宿題で。 

【事務局】 ご指摘を踏まえまして、母数というかそもそもの数と、あと、何

をもって多くの研究機関と判断されるのかといった考え方を含めて、どのよう

な共同体を意図したものかも含めて確認したいと思います。 

【委員】 今の形成された共同体のキーワードのもう一つが継続性だと思いま

すので、せっかくできたものが本当に一過性に終わらないようにするにはどう

したらいいかという、そういう視点からも検討してもらえればと思います。 

【座長】 ほかいかがでしょうか。 

【委員】 前のご発言の継続性に関連してですが、６ページの予算額をみると、

最初の２年間は基盤整備を行っているので金額は多いけれども、その後は採択

－36－ 



したものを継続していくという形で予算がどんどん減っています。このプログ

ラムはここに示したとおりなのでしょうが、この後継プログラムがあるのであ

れば、それもお示しいただきたいと思います。よろしくお願いします。 

【事務局】 この産学官連携、地域イノベーションの創出に向けたということ

の後継プログラムにつきまして、文部科学省のCOI STREAMがございます。概ね

このプログラム自体、経産省のものはクローズというか、一旦、というところ

がございまして、あと、産業クラスター施策を復活させたいというコメントも

ございました。ですので、後継のプロジェクトの状況に関する資料は、次回ご

提示させていただきます。 

【委員】 これだけいろいろな視点から見ていて、全部一点一点言うと大変な

ことになります。 

 例えばこの1. (1)の研究成果や機器のデータベースを作成し、とかいろいろ

書いてありますね。こちらの経産省の報告書を見ると、研究機関が所有する機

器であるとかデータベースの有効性について、約半数の企業からはどちらでも

ないとの回答があり、その広報力、認知度評価、利用頻度が低かったと考えら

れると、これで報告書が済んでいるというのが考えられないです。 

これだけ280億の一部のお金を使っているんだから、かなりのデータベース

ができているはずだし、いろいろな機器も買っているはずです。中にはうまく

いっているのもあるはずですし、悪いのもあると思います。それをもっと具体

的に、報告して、次につなげるような目標を書いてもらわないと。 

【座長】 多くの項目で、アンケートで評価する項目が多かった。そこを少し

具体的な事例を示してもらって、単に事業化率の指標一つで評価するのもとい

うご意見もあったと思うので、製品化までいったもの、事業化できたもの、産

業になったものみたいな選別をしたり、製品ができていなくても、研究開発が

大きくブレークスルーしたような内容も中にはあると思いますので、そういう

のを事例では書いていただいているんですけれども、全体としてそれが何件あ

って、どうだというふうなご説明をいただくように、前からお願いしているん

ですけれども、なかなか出てこないので、再度お願いしたいと思います。 

 ほかいかがでしょうか。 

【委員】 私も仕事柄、多少関係するところもあるのですけれども、地域によ

っては実はいろいろな事業を入れているんですよね。それでベースがあって、

そこにこの種の事業を入れてきて、たまたま熟していくものがあって、それが

一、二年で結果が出るというケースがあって、その辺は優良事例みたいな位置

づけで。初めてもしやったらなかなか出てこないということなんです。 

 つまり過去の蓄積があって、そこで学習が既に働いているわけです。そうい

うものについては、製品開発がある程度いくだろうと。北海道なんかだと先ほ
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どもありましたけれども、ここはみんな取っています、いろいろなものを。ほ

かでも地域の、例えば十勝は十勝で取っているとか、またあります。そのトー

タル評価の中で製品開発のものは成功事例が出るわけでございます。そういう、

何もこの事業だけではなくて、相互関連的に地域の中でどういうふうな仕組み

づくりがあったのかということがわからないと、我々もちょっと評価できない

という感じがします。 

【座長】 同じような関係が、知財の話もそうですよね。その事業の前に一体

どういう状態になって、この事業によって何が一体変わったのかというところ

が、単に全部の結果しか示されていないケースが多いので、そこを具体的に中

身を出してもらうようにお願いしたいと思います。 

【委員】 地域の活性化ということで、やはり成功しているモデルをしっかり

分析する必要があると思っております。 

 98年にできたＴＡＭＡ協会、発足したのが98年なのですが、４年後に社団法

人化しました。多くの大学があり、広域に埼玉県、神奈川県、それから多摩地

域で理系だけでも27大学があります。 

 そこにある自治体、八王子、立川、あるいは町田や狭山や川越など、こうい

う自治体の人たちが本気になって地域を活性化しようというような思いが強い

のです。 

 先ほど申し上げましたように、各セクター、大学の中でも、大学の役割とす

れば教育があり、研究があり、それから産学連携があるわけです。産学連携に

かかわっている先生方がどれくらいいらっしゃって、どれくらい熱意を持って

やるのかということです。 

 そこが中小企業とどのように関係をもち、具体的なプロジェクトに参加して

くるかと、こういうことで初めて国のいろいろな支援策をうまくアプローチし

て、採択率もどんどん上がります。しかも採択した事業化率、その効果って物

すごく、３倍の効果が出ているということが出ているわけです。 

 こういうところにヒントが私はあると思いますので、そこで、では地域で何

が足りないのかと言えば、モデルがあるわけですから、地域の各セクターのと

ころで担当者がちょっと元気がないとか、リーダーに全然その気がないという

ようなことが浮き彫りになるわけです。地域の活性化というのはその中で中小

企業が主体となって、自分たちがその事業化をしていく主体なのだということ

が、やはり一番問題なのだと思います。そういうところをしっかり分析した上

で、次のプロジェクトにぜひつなげていきたいという感じです。 

【委員】 企業の研究開発の立場で、少し印象っぽくなりますけれどもコメン

トしますと、こういうイノベーションには３つの要素があると思います。まず、

どういうドメイン、どういう分野でやるかという、テーマ選定にかかわるとこ

－38－ 



ろです。 

 次がそれを実際に実行する、いわゆる途中の研究開発プロセスのところ、そ

れで３番目が事業化のところです。真ん中の研究開発ステージのところについ

ては、ＮＥＤＯさんのマネジマントですとか、公設試等を、いろいろと巻き込

んで、それなりの評価があるというのは、アンケートから見てとれますが、一

番最初のどこをやるかというドメイン選定の部分の分析というか、フィードバ

ックが若干足りないかなという印象です。 

 というのは、例えばこれは非常に失礼な言い方なんですけれども、日本の特

に国関連のＲ＆Ｄの投資は、最近、バイオ関連が多いように感じています。し

かしながら、この分野からはもろもろの産業が出ては来にくい。何を言いたい

かというと、とにかく上流のところのテーマ選定のところは、どういうふうに

地域活性に役立てるようなドメインを設定するかという点が重要ではないかと

思います。あとは一番最後の委員がおっしゃったような力水の話、資金面の話

です。そこが、国の研究開発でも民間でも一番悩ましいところだと思います。 

【座長】 何のテーマ、どういう領域をやるかということに関して、今回は地

域イノベーションになるんです。その地域の特色を生かしたテーマとか領域を

トップダウンで落としてというのは、なかなか今回やれていないように思うん

です。 

 そもそもそういうことが一体できるのか。そういうのはボトムアップで出て

くるものではないかというふうな議論もあるかと思うんですが、そのあたりい

かがでしょうか。 

【委員】 恐らく両方だと思うんです。いわゆる地域の現実と、今後どういう

ところが産業として大きくなるんだろうか、芽があるんだろうかという大きな

仮説、そこのところをぶつけ合うという視点だと思うんです。 

 北海道の成果を見ると、農水産業をベースとしていて何となく北海道っぽい

ですよね。民間でも北海道地区のこの類いのイノベーション事業のようなこと

を何度かやっていますけれども、やはり北海道らしくなってしまうんです。 

 農業という産業をベーアズにすると日本の農業生産高は８兆円、産業として

の規模の制約の中でのイノベーション領域って非常に狭まってしまうのではな

いかという問題があります。だからそこを原点に返って、トップダウンでどう

いうふうにやるべきかというのは、なかなかアイデアがないんです。けれども、

間違ってしまうかもしれませんし。 

【座長】 今のそういう基本戦略みたいなことはあるのか、ないのかというの

は、一度、経済産業省にも問いかけてみたいと思います。 

【委員】 先ほどの企業体の母数ともかかわる話ですが、それぞれの地域の研

究テーマや事業体の全体像を把握している人、所管、組織というのはどこなん
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でしょうか。そういう人がこういうプロジェクトに入ってこないと、地域全体

を見渡すということはなかなか難しいのではないかと思います。 

【座長】 基本的には地域の経済産業局がそのことを把握していて、今回のプ

ロジェクトは経済産業省本省と経済産業局との連携で行われたという図はある

のですけれども、具体的に中身、どういうやりとりがあったかという説明はな

いので、ちょっとそこも宿題項目として出したいと思います。 

【委員】 地域イノベーションというこういうことで議論していくと、少なく

とも地域の資源とかいうと、農と食に非常に近づくんです。それとはかかわら

ず中小企業、いろいろな集積体、クラスターがあって、そのクラスターをどう

次の戦略に向けていくかと、最後の経済産業省はむしろそちらのほうに力を入

れたい説明もありました。 

 これをどういうふうに見るかということと、もう一つは、地域マネジメント

をどこが実際的に産業トータルでやっていくのかというのがないと、例えば北

海道庁とどこかの企業体がどこかで北海道でやっているというのであれば、そ

こが恐らく地域マネージャーが必要だろうと、あるいは十勝が十勝周辺の必ず

しも市町村の範囲等を入れてクラスターをやっているというならば、そこが中

心かもしれない。市町村ではない。その辺の領域の話、これをどういうふうに

見たらいいのか。それがないと多分最終的に、ではどこに波及を考えるかとい

ったら、基本的に所得と雇用になります。 

 そこまでもつためのバリューチェーンを考えていかないと、やはり最終的に

は活性化にならないだろうと。これは資材も含みますけれども。そのバリュー

チェーンを描きながら地域をどうしていくかということだと私は思いますが、

この辺はどうお考えでしょうか。 

【委員】 雇用も含めまして、これだけのお金を使って、それで地域の活性化、

イノベーションを創出していこうというプログラムですよね。それで、こうい

う環境ができましたという話はもちろん大切だけれども、もっと具体的に何が

できたかということを書くべきである。例えばそれぞれの地域の今ある産業、

今ある製品がどれだけ強くなっているか。それから新しい産業や新しい製品が

どれだけ生まれてきたか、それから３つ目は、それぞれの地域が保有する、こ

の誇るべき技術がプラットフォームとしてどれだけつくられてきたか。４つ目

は、産官学、これこそ環境なんですけれども、産官学金を含む連携体制、こう

いったイノベーションを生むための体制をどうつくってきたか。それから５つ

目は、連携体制に伴うんですけれども人材育成、プログラム・ディレクター、

プログラム・マネージャー、あるいは研究者でもいいですよね。サプライチェ

ーンのそれぞれのステージにおける人材がどれだけ育ったか。こういったとこ

ろを要領よくまとめて報告してもらうといいですよね。多分、皆さん同じ注文
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だと思うんです。 

【委員】 今、大事なクラスターのことで言いますと、もともと国の政策とし

てクラスターが発足したわけですが、地道に地域から本当に自分たちの地域を

活性化しようという動きをやっている事例として、宮城県大崎市というところ

があります。自分たちで物づくり系だけではなくて、建設や商店ももちろん入

って多様な自治体が中心になり、あるいは商工会議所が中心になって、地域を

本当によくしようと、クラスターを発足して何回も勉強会を言っていました。

そしてようやく立ち上げるというときに呼んでいただいて、多摩で具体的に活

動をやっていることを同じ取り組みにすると同時に、一つ大事な提案をしまし

た。 

 それはどのようなことかというと、地域だけでやろうと思ってもなかなか難

しいということです。例えば国がそういうことを支援しようという大きなプロ

ジェクトがあり、宮城県であれば、東北経済産業局の地域経済部と連携をしっ

かりとっているのかと聞いたら、とっていないと言うのです。それでは地域の

資源を何とか活性化しようと思っても限界があります。この先大きく展開して

いこうとして、地域をもう少し多くしようとしたら、やはり国の支援策をうま

く活用していくというのが大事だということを提案し、すぐに東北経済産業局

の経済部長にお話しして、土曜日に発足になりましたけれども、ぜひ国の支援

策を活用して頂いたたらどうですか協力を要請したところ、やりますと言って

くださいました。今、しっかり地域からやっていこうという自発的なクラスタ

ー的活動が、国のそのような部門にアプローチすることによって、さらに発展

していくということです。事業化ということが先ほどから盛んに議論になって

いますが、この支援策がなくなったときに、地域で今までクラスターをやって

いた人たちはみんな疲弊しているわけです。ＴＬＯもそうです。ＴＬＯ支援策

があったときに50ぐらいあり盛んに活動していたのですが、実際は経営状況が

どんどん悪くなってしまっています。経営という視点でやはり問題が起きてい

るわけです。 

 従って、本当に自発的に地域から活動を始める。そこが一番のポイントだと

思います。小さい活動かもしれないですが、徐々に地域が連携していくことで、

自分たちの地域をよくするわけです。総合科学技術・イノベーション会議で考

えるような国家戦略は極めて重要です。そこにどうつなげていくかによって地

域が本当に生き返ることが出来るのだと、私は思っています。 

 ぜひそういう視点で、これからも建設的な提言をしていきたいと思っており

ます。 

【座長】 今、ご指摘の支援のような内容も今回の中にはあるかと思いますの

で、そこをまだ出せて見える化できていない部分、そこも一度問いかけるよう
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にしたいと思います。 

【委員】 今の委員のご意見に賛成です。自発性というのがいつまでも国が支

援しているわけにはいかない。国が次から次へといろいろなところに支援が移

っていきますよね。だからここで支援した産業、事業というのは自立していく

そのための自発性です。 

 ですから、その自発性というのも単品でうまくできた、これではだめで、や

はりさっきおっしゃったモデル化ということが重要です。モデル化することに

よって、他の地域の人たちもそれを参考にしてやると。ですから、今回のもの

でも成功しているものは幾つかあるはずなんです。ですから、これをちゃんと

探して、モデルとして示してもらうことが大切です。できれば失敗モデルとい

うのも示して欲しいです。 

【委員】 今の国の施策との関係性なんですけれども、おっしゃったようにク

ラスターって、概念としてクラスターとクラスター政策の両方があります。ク

ラスターそのものというのは、動きが十数年前からあるところまでは、クラス

ター政策がスタートしたので我が社も、という形でもって、今、いろいろとあ

るわけなんですが、その中で具体的なことを発している。 

 そこで今回の評価にスペシフィックな話なんですけれども、この期間内で外

部環境というのがかなり変わってきているというのがあります、施策の意味で。

例えば「イノベーション25」というのを立ち上げたころ、この地域イノベーシ

ョン協創プログラムが出てきたわけなんです。現状では「イノベーション25」

に言及する人がほとんどいません。それから、途中で事業仕分けとか、いろい

ろなファクターがあって、親元のその施策そのものが縮小したりとかなくなっ

てしまった。そういう外部環境があっての中での評価なので、すごくデリケー

トなことですけれども、そういう点をどういうふうに考えるか、これが初めか

ら想定したことが担保されていったかというと、外部要因の変化があったので、

そのインパクトを受けたわけです。その辺の評価の仕方というのをちょっと考

えないと、通常の淡々とやるものとはちょっと違うと思います、私も具体的な

アイデアはないのですけれども、気をつけなくてはいけない点だと思っており

ます。 

【委員】 もう一つ提言しておきたいのですが、産総研は、今回のこの枠組み

の中から漏れているのではと思いますが、次の支援策のときに、産総研が非常

に重要な役割を担っていると提言したいと思います。 

 それは今回、産総研の理事長様が新しく替わられましたので、産総研は独法

化から10年以上経過して国研時代の大企業との連携だけではなくて、中小企業

や中堅企業との連携がすごく重要だということをお話しました。そのときに、

産総研が中小企業、あるいは中堅企業との連携、産学連携をやるときに、若い
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ときに経験したことのない人たちが実はたくさんいるのに、それで産学連携を

どのようにやるのか分からないので、できるだけ交流することを実践してほし

いと提案しました。 

 中小企業あるいは中堅企業との人材交流でぜひ出向を受け入れて、企業が新

しい研究開発をやろうとするときに、イノベーションにつながるような学識経

験もぜひ活用したいということも提案しました。 

 ぜひそれはすぐに実行すると言って頂き、中堅企業をヒアリングして受け入

れはどうかということを実践しておられますので、そのような活動することも

つなげていけば地域活性化に役立つと思っております。 

【事務局】 本プロジェクトへの産総研のコミットに関しまして、３ページと、

あと７ページの北海道の事例に関して、産総研という名前が出てこないのです

が、21ページをご覧いただきますと、一応、全体の枠組みの中に入っていて、

産総研の地方センターなりが制度、関与したという事実はございますが、余り

明示的でないのと、その中でどういった項目がというところは確認したいと思

います。 

【座長】 多分、つくばのセンターと地域とで少し比重が違っていて、地域の

ほうはかなり今回のプロジェクトにも関与して進めているというふうな認識は

あります。つくばのセンターのほうはおっしゃるような、一緒に仕事もさせて

もらいましたけれども、あると思います。 

【委員】 評価項目に科学技術的・社会経済的な効果に加えて国際的な効果が

入っていますので、これについても言及しておいてもらったほうがいいのでは

ないでしょうか、今までの報告に、ほとんどなかったように思います。 

【座長】 これも前からの宿題で出ているので入れるようにします。 

 では、これで質疑は終わりたいと思います。 

【委員】 すみません、事業化率のところに関係するのですけれども、今回、

研究開発事業２事業、Ｃ事業、Ｄ事業、どちらもが事業化率を目標に据えてい

ます。それが未達であることの理由は説明されていたと思うのですが、特にＣ

の事業、地域イノベーション創出研究開発事業のは、もともと地域新生コンソ

ーシアム研究開発事業があって、そのときよりも事業化率を高めるために

100％委託事業であったものを、３分の２の補助事業にしたという経緯がある

と思います。もともとリスクが高くて企業さんが担えないようなところを国が

委託費によって研究開発を推進します、という事業が地域新生コンソーシアム

研究開発事業で、地域イノベーション創出研究開発事業も、リスクが高いとこ

ろにチャレンジして、イノベーションを起こすことが目的で、企業さんの関与

の気持ちをより引き出すために補助金にしたということですが、それをしても

今回、事業化率は目標に達しなかった評価するのか。あるいは、時期や景気に
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原因を求めるのか、補助金にしたことは大きな政策転換だと思うので、ここを

どう評価するのかは、これを例えばこれから事業化率を高めるためには、今後

につなげていくという意味では非常に重要だと思います。 

 もう一つ、事業化率を高めるための工夫としてプロジェクト・マネージャー

なりマッチングコーディネーターなりという人を配置して行ってきたわけです

けれども、事業化率の目標を達成できなかったことということと、このプロジ

ェクト・マネージャー、マッチングコーディネーターの相関、つまりプロジェ

クト・マネージャー、マッチングコーディネーターが機能していなかったのか、

したけれども不十分だったのかなど、どのように評価するかが、これから事業

化率をどのようにして高めるかを政策的に検討する際には、重要かと思います。 

【事務局】 イノベーション創出研究開発事業はＣとＤの２つございます。Ｄ

のほうは補助率３分の２という形になってございます。Ｃのほうは一旦、補助

率３分の２補助金化されたのを、なかなか企業との関係ということで、また委

託の100％に戻したという経緯がございますということを念のため補足させて

いただきます。 

【座長】 ほか、よろしかったでしょうか。 

 では、このあたりで本日の検討会は終了したいと思います。本日は大変急な

お願いにもかかわらずお集まりいただきまして、また、活発、熱心にご議論い

ただきましてありがとうございました。 

 なお、経済産業省に対してのご質問、説明を求めるべき事項、追加の資料提

出については、後ほど事務局から手順の説明があります。また、評価のコメン

トのご意見も同様の手順がありますので、事務局からお願いします。 

【事務局】 お手元に追加質問と追加のご意見、意見収集票、２つの様式を置

かせていただいておりますが、各委員の方々には電子媒体でお送りさせていた

だきます。 

 大変お忙しい中恐縮でございますが、追加の質問事項、資料提出を求める事

項がございましたら、また追加コメントがございましたら、ぜひお寄せいただ

ければと思います。 

 締め切りのほうを少し早目に切らせていただいておりまして、大変恐縮でご

ざいますが、一応こういう目途で、また締め切りを過ぎても受け付けます。質

問のほう、基本的に経産省の作業との兼ね合いで、早く出せば出すほど経産省

のほうが時間を取れて資料が充実できるといったことがございますので、また、

その評価作業の負担の問題もございますので、評価結果の取りまとめに重要な

質問等という観点でお寄せいただければと思ってございます。締め切りがちょ

っとタイトになってございますが、そういったことでよろしくお願いいたしま

す。 
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 これらにつきましてはメールで送っていただければと思いますが、手書きの

ものをそのままファクスでいただきましても対応はさせていただきますので、

よろしくお願いいたします。 

【事務局】 議事録につきましては、また確認させていただきまして、また発

言者の氏名を伏せて公表という形になります。そういった観点からチェックを

いただければと思います。 

【座長】 よろしいですか。ほかに何かご質問ありますでしょうか。 

 それでは、閉会といたします。本日はありがとうございました。 

－了－ 
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